




は　　じ　　め　　に

　昨年は2020年から続く新型コロナウイルス感染症の感染拡大が収束せず、オミクロン株

の影響等により全国各地で感染が急拡大し、消防行政の運営についても極めて厳しい

状況でした。今年の５月８日から新型コロナウイルスは感染症法上の位置づけが５類とな

り、全国的に行動制限が緩和され、コロナ禍以前のような日々 の経済活動が戻りつつあり

ます。しかし、新型コロナウイルスのリスクが無くなったわけではないため、「消防はエッセン

シャルワーカーである」との自覚を持ち、引き続き状況に応じた感染症対策を続けてまいり

ます。

　近年、全国的に気候変動等の影響により、自然災害が頻発化・激甚化しており、災害対

応や危機管理など消防が直面する課題は多岐にわたります。住民の皆様の多様なニー

ズに応えるため、デジタル技術やデータ分析を活用した迅速かつ効率的な消防行政の運

営を推進しています。

　消防に対する期待はますます高まるなか、本組合は住民の皆様に支えられ、今年発足

50周年を迎えました。将来にわたって管内住民の皆様とともに、尊い命と大切な財産を未

来の子供たちへ安心して引き継ぐことができる、安全な暮らしを支える消防を目指してまい

ります。

　この年報は、令和４年中の郡山地方広域消防組合の現勢及び消防統計を記録したも

のです。

　なお、火災・救急・救助等の統計は暦年とし、その他の業務については会計年度で収録

しております。

　令和５年８月

郡山地方広域消防組合
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昭和７年４月 郡山市に常備消防部発足、部員 11 人、消防ポンプ自動車２台を配置
11月 常備消防部に高さ21.6mの望楼竣工

昭和８年２月 火災専用電話架設
昭和25年４月 消防法の施行により、郡山市消防本部を設置、常備消防部を郡山市消防署に改組

　職員 37 人、消防ポンプ自動車３台を配置
昭和33年12月 消防庁舎落成、新庁舎に移転

　建面積　249.8㎡、延面積　518.7㎡　付属建物 8.0㎡
昭和34年10月 水晶発振方式無線機を配置（周波数 1,755KC、空中出力 3W）
昭和35年１月 庁舎塔屋に望楼取付起工　地上 30.1m

10月 郡山市消防署に消防ポンプ自動車１台を配置
昭和38年１月 郡山市消防署に速消車（容量 1,800ℓ）１台を配置、連続泡沫発生器と泡沫消火剤を搭載

12月 郡山市消防署に可搬動力ポンプ１台を配置
昭和39年３月 郡山市消防署消防ポンプ自動車に３MHz型無線機搭載

 12月 郡山市消防署に救急自動車１台を配置し、救急業務を開始
昭和41年２月 郡山市消防署にはしご付消防ポンプ自動車（24メートル級）１台を配置

　全伸梯 24m　矢萩式排煙器、投光器（500W ２ケ）発動発電機一式
　インターホン、酸素呼吸器及び携帯用KSライト積載

昭和42年11月 郡山市消防署熱海出張所開所、職員 14 人を配置　消防ポンプ自動車１台を配置
昭和43年１月 郡山市消防署に消防ポンプ自動車２台を配置し、１台を熱海出張所に配置
	 同 郡山市消防署に携帯無線機６基を配置
	 同 郡山市消防署熱海出張所に携帯無線機２基を配置

 ３月 郡山市消防署に化学消防ポンプ自動車（水 1,500ℓ、薬液 1,200ℓ）１台を配置
昭和44年２月 磐光ホテル火災

　出火　２月５日　21 時ごろ、気温－３℃、最大瞬間風速 25m/s、死者 31 人、負傷者 38 人
　焼損面積 15,510㎡

12月 郡山市消防署日和田出張所開所、職員 10 人を配置
　消防ポンプ自動車（可搬動力ポンプ搭載）１台を配置

昭和45年８月 郡山市消防署にフカダ式高発泡装置（直管送泡チューブ10m１本）を配置
 ９月 郡山市消防署に東消型発泡器を配置

昭和46年４月 郡山市消防署田村出張所開所、職員 10 人を配置
　消防ポンプ自動車（可搬動力ポンプ搭載）1台及び赤バイ１台を配置

昭和47年10月 郡山地方広域消防組合発足準備室開設、担当職員 10 人を配置
昭和48年２月 郡山市消防署にはしご付消防ポンプ自動車（40メートル級）１台を配置

　（東消型発泡装置、救命索発射銃２丁、空気呼吸器３基、発動発電機 500W２ケ装置）
４月 郡山地方広域消防組合発足

　構成市町村（郡山市、安達郡本宮町、田村郡三春町、小野町、滝根町、大越町、都路村、
　常葉町及び船引町）１本部、１署、６分署　消防長以下139人体制 （消防本部、郡山消防署、熱海、
　日和田、田村、本宮、小野、船引分署）小野町役場職員８人を併任
　消防ポンプ自動車 10 台、水槽付消防ポンプ自動車１台、はしご付消防ポンプ自動車２台、
　化学消防ポンプ自動車２台、救急自動車４台、指揮車１台、広報車３台を配置

５月 職員 12 人を増員し、職員定数を151 人とする。
	 同 消防用案内電話を設置

　９月 小野町役場職員の併任を解き、郡山消防署小野分署に職員９人を配置
10月 郡山消防署本宮分署及び船引分署に救急自動車各１台を配置し、救急業務を開始
11月 東北自動車道郡山－白河間の開通に伴い救急業務を開始

	 同 消防本部通信指令室に高速道路専用業務電話を開局
昭和49年２月 郡山消防署に特別救助隊発足、隊長以下 10 人を配置

３月 職員 19 人を増員し、職員定数を170 人とする。
４月 郡山消防署大槻、本宮、三春、小野、船引分署庁舎落成

　職員各 10 人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置
	 同 職員 22 人を増員し、職員定数を192 人とする。

消防沿革
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５月 郡山消防署田村分署に救急自動車１台を配置、救急業務を開始
昭和50年３月 郡山消防署に空気充填室設置

４月 職員 12 人を増員し、職員定数を204 人とする。
	 同 郡山消防署安積分署及び常葉分署開所

　職員各 10 人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置
	 同 郡山市役所庁舎の一部を借用し、郡山消防署西部分遣所（救急隊）を設置

　職員６人、救急自動車１台を配置
11月 郡山消防署熱海分署庁舎落成

　救急自動車及び広報車各１台を配置
昭和51年３月 水難救助隊発足、隊長以下３人配置

４月 消防本部通信指令室にP・D（B型）一斉指令装置を導入
昭和52年１月 郡山消防署に訓練塔設置　総工費 550 万円
	 同 郡山消防署に救助工作車１台を配置

４月 職員 20 人を増員し、職員定数を224 人とする。
	 同 郡山消防署大滝根分署及び喜久田分署開所

　職員各 10 人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置
10月 県道郡山・飯豊線の東橋架け替え工事（車両通行止）に伴い、阿武隈分団方八町部の詰所に

郡山消防署東部臨時分遣所を開所
　職員８人、消防ポンプ自動車、救急自動車各１台を配置

11月 郡山地方広域消防組合章制定
12月 郡山消防署本宮分署及び小野分署の消防ポンプ自動車を役場に返還し、新たに２台を購入配置

昭和53年４月 職員 19 人を増員し、職員定数を243 人とする。
	 同 消防音楽隊発足（隊長以下 32 人）
	 同 東橋架け替え工事に伴い、再度郡山消防署東部臨時分遣所を開所

　職員 8人及び消防ポンプ自動車、救急自動車各１台を配置
12月 郡山消防署三春分署及び船引分署配置の消防ポンプ自動車を役場に返還し、新たに２台を購入配置

昭和54年１月 熱海分署に水槽付消防ポンプ自動車（タンク水量 1,500ℓ）１台を配置
４月 職員 17 人を増員し、職員定数を260 人とする。
５月 郡山消防署針生分署開所

　職員 10 人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置
９月 郡山消防署日和田分署及び田村分署に可搬動力ポンプ各１台を配置
11月 消防本部及び消防署の機構改革を行い、警防課を警防救急課に名称変更

昭和55年１月 郡山消防署に水槽付消防ポンプ自動車１台を配置
４月 職員 18 人を増員し、職員定数を278 人とする。

	 同 郡山消防署都路分署開所
　職員８人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置

７月 本宮分署職員を安達地方広域行政組合に移管
　職員定数 278 人を268 人に改正

12月 クリスマス豪雪
　県内全域で大雪による被害が続発、郡山市内では高圧線鉄塔等が倒壊し、３日間にわたり停電となる。

昭和56年２月 郡山消防署湖南分署開所
　職員９人、四輪駆動車の消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置

12月 豪雪災害に対応するため郡山消防署に四輪駆動の救急自動車 1台を配置
昭和57年４月 職員 13 人を増員し、職員定数を281 人とする。
	 同 郡山消防署船引分署を消防署に昇格し、２署 13 分署とする。

７月 郡山消防署中田分署開所
　職員９人、消防ポンプ自動車、救急自動車、広報車各１台を配置

12月 郡山消防署熱海分署及び日和田分署の消防ポンプ自動車２台を更新
昭和58年４月 消防本部通信指令室を通信指令課に改称
	 同 福島県防災行政無線を通信指令課に開局

12月 船引消防署に水槽付消防ポンプ自動車１台を配置
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昭和59年４月 職員７人を増員し、職員定数を288 人とする。
11月 郡山市から郡山消防署田村分署庁舎（139.37㎡）が譲与

昭和60年２月 郡山消防署田村分署庁舎の増改築工事（158.50㎡）が完了
４月 職員３人を増員し、職員定数を291 人とする。
10月 郡山地方幼年・少年・女性防火委員会を設立する。

昭和61年４月 国際消防救助隊派遣協力消防本部となる。
　登録隊員 10 人

８月 8.5 集中豪雨
　郡山市内を流れる阿武隈川の越水及び逢瀬川の堤防が決壊する等大雨による被害続発
　（床上浸水 1,321 棟　床下浸水 1,386 棟）

12月 船引消防署移分駐所開所　救急自動車１台を配置
昭和62年３月 船引消防署庁舎の増改築工事（98.541㎡）が完了

４月 職員７人を増員し、職員定数を298 人とする。
５月 郡山広域消防歌誕生（作詞　作曲　秋田直孝）

	 同 郡山消防署に資機材搬送用トラック１台を配置
昭和63年３月 郡山消防署日和田分署庁舎を新築移転（395.52㎡）

４月 職員８人を増員し、職員定数を306 人とする。
平成元年５月 郡山市防災行政無線を通信指令課に開設

７月 通信指令課に郡山ファクシミリ119 番を開局
10月 第 10 回幼年消防全国大会が郡山市で開催される。

平成２年４月 職員８人を増員し、職員定数を314 人とする。
平成３年３月 郡山市老人緊急通報システムを通信指令課に開設
平成４年４月 職員 10 人を増員し、職員定数を324 人とする。

10月 消防本部のマイクロバス１台を更新
12月 本組合初の救急救命士が誕生し、郡山消防署に配置

平成５年３月 郡山消防署の救助工作車１台を更新
	 同 郡山消防署熱海分署に救助車 1台を配置

４月 職員 14 人を増員し、職員定数を338 人とする。
８月 消防本部南庁舎塔屋に設けられた望楼を撤去
11月 船引消防署に救助工作車Ⅰ型（ポンプ付）１台を配置

	 同 広域消防組合発足 20 周年記念式典を開催し、記念誌「20 年のあゆみ」を発刊
平成６年４月 職員 14 人を増員し、職員定数を352 人とする。
平成７年１月 消防OAシステムの運用を開始
	 同 第 50 回国民体育大会冬季大会（スケート競技・アイスホッケー）の消防警備を実施
	 同 阪神・淡路大震災災害援助のために救助隊 10 人を派遣（１月20日から26日まで）

３月 郡山消防署に高規格救急自動車１台を配置し、救急伝送システムを開始
４月 職員７人を増員し、職員定数を359 人とする。

阪神・淡路大震災での活動に対し、消防庁長官から感謝状を受ける。
９月 第 50回国民体育大会夏季大会（シンクロ・飛込・競泳・ボウリング）の消防警備を実施

	 同 緊急消防援助隊派遣消防本部となる。
　登録部隊　{ 救助部隊・特殊部隊（はしご車）・消火部隊 }

10月 第 50 回国民体育大会秋季大会（サッカー・体操・新体操・アーチェリー）の消防警備を実施
11月 乾電池製造工場火災（リチウムイオン電池）

　郡山市北部工業団地にあるハイテク工場が火災となり、無窓階のため鎮火までに７時間 15分を要する。
　出火　４日　７時 15分　鎮火　４日　14時 30分　焼損延面積 1,583㎡　損害額 44億 6,000 万円

平成８年４月 職員７人を増員し、職員定数を366 人とする。
	 同 田村郡船引町において、大規模な林野火災発生

　場所　田村郡船引町大字上移字北ノ作地内
　出火　15日　10 時 30 分　鎮火　15日　17 時 30 分　焼損面積林野約 116.42ｈa
　ヘリコプター９機で消火（東京消防庁ヘリ２機・自衛隊ヘリ７機）

平成９年４月 職員２人を増員し、職員定数を368 人とする。
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７月 郡山地方広域消防組合消防本部・郡山消防署庁舎建設起工式
平成10年４月 職員を２人増員し、職員定数を370 人とする。

８月 ８月末豪雨災害
　県南部で甚大な被害が発生、郡山市内でも被害が続発（床上浸水394世帯　床下浸水523世帯）

９月 船引消防署に（社）日本損害保険協会より水槽付消防ポンプ自動車１台が寄贈される。
10月 職員を２人増員し、職員定数を372 人とする。

平成11年３月 消防本部・郡山消防署庁舎竣工
　SRC構造、地下１階・地上６階、延面積 6,325.78㎡　総工費約 35 億円

	 同 消防本部通信指令課に通信指令装置（Ⅲ型）を導入　消防本部通信指令課に無線統制車１台を配置
12月 船引消防署に高規格救急自動車１台を配置

平成13年１月 はしご付消防自動車（40メートル級）１台を更新
　８月 メッキ製品工場火災

　郡山市西部工業団地内のメッキ製品工場が火災となり、損害額が 20 億円を超える。
　出火　19日　17 時 49 分　鎮火　19日　21 時 18 分　焼損面積 10,387㎡

	 同 郡山市と本組合との「総合行政ネットワーク」を構築
平成14年４月 総合行政ネットワーク及び消防本部ウェブサイト運用開始

５月 郡山地方消防防災協会が発足
　三協会（郡山地方危険物安全協会・郡山地方防火管理連絡協議会・郡山地方消防設備士協会）
　が統一され、郡山地方消防防災協会が設立される。

７月 郡山市内で台風６号による被害発生
　床上浸水 144 世帯・床下浸水 165 世帯

平成15年４月 郡山地方メディカルコントロール協議会設立
７月 郡山消防署針生分署に高規格救急自動車１台を配置
11月 郡山地方広域消防組合発足 30 周年記念事業として管理者自治功労・特別表彰式を挙行

　発足 30 周年記念版消防年報を発刊
平成16年２月 郡山消防署喜久田分署に高規格救急自動車１台を配置
	 同 木工団地で工場火災

　郡山市安積町の木工団地の工場が火災となり、損害２億 3,500 万円
　出火　22日　22 時 13 分　鎮火　23日　２時 05 分　焼損面積 3,770㎡

４月 船引消防署大越分遣所開所
　職員 10 人、救急自動車１台、連絡車１台を配置

７月 ７日　はしご付消防自動車（40メートル級）リフター落下事故
　郡山消防署中庭において、点検作業中の職員２人がはしご付消防自動車リフターとともに落下する
　事故が発生し、職員１人が殉職、１人が重傷を負う。

10月 新潟県中越地震災害応援のため、新潟県長岡市などへ緊急消防援助隊福島県隊として派遣
　（10月23日から24日まで）
　救助隊５人　救急隊３人　後方支援隊２人　車両３台　計３隊 10 人

11月 県内初の気管挿管認定救急救命士が誕生
12月 管内全救急車へAED（自動体外式除細動器）を配置

	 同 災害時の非常通信手段確保のため、災害時優先電話（カメラ付携帯電話）20 台を全所属へ配置
平成17年２月 郡山消防署へ救助工作車（Ⅲ型）１台を配置、救助工作車（Ⅱ型）１台を喜久田分署へ配置転換し、

救助体制の強化を図る。
３月 平成の大合併

　滝根町、大越町、都路村、常葉町、船引町が合併し田村市が誕生、構成団体が２市２町となる。
　田村市の誕生により、船引消防署を田村消防署に名称変更

４月 職員定数を５人増員し、377 人とする。
７月 平成 16年に発生した、はしご付消防自動車事故の教訓を後世に伝え、職場内の安全確保を図るため、

７月７日を「職場安全の日」と制定
12月 消防活動におけるアスベスト対策を開始

平成18年２月 携帯電話からの119 番の直接受信方式開始
　県内４ヶ所の代表消防本部で受信していた、携帯電話からの119 番通報が各消防本部で受信と
　なり、短時間での出動が可能となる。
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３月 消防音楽隊休止
４月 職員定数を10 人増員し、387 人とする。

	 同 薬剤投与認定救急救命士が誕生
６月 住宅用火災警報器の設置義務化

	 同 阿武隈川上流水防演習が郡山市富久山町で行われる。
10月 郡山医師会が「郡山バイスタンダーCPR70％達成推進委員会」設置
12月 新消防ネットワークシステム運用開始

平成19年２月 郡山消防署大槻分署に高規格救急自動車１台を配置
	 同 構成市町分担金の負担方法を改正

　基準財政需要額割から人口割 40％、署所割 10％、職員割 50％の負担割合とする。
	 同 郡山CPRティーチングアシスタントチーム発足

４月 職員定数を15 人増員し、402 人とする。
６月 郡山地方広域消防組合消防力の整備に関する検討委員会を設立
11月 郡山消防署中田分署の救急自動車１台を更新

平成20年１月 福島県ドクターヘリ運航開始
４月 郡山地方広域消防組合総合計画開始
６月 岩手・宮城内陸地震に伴い、緊急消防援助隊第１・２次部隊 24 人派遣（６月14日から17日まで）
７月 県内初となる高度救助隊を発足、隊員総数 19 人

	 同 岩手県沿岸北部を震源とする地震に伴い、緊急消防援助隊第１次部隊 12 人派遣（７月24日）
	 同 岩手・宮城内陸地震での緊急消防援助隊としての活動に対し消防庁長官表彰を受ける。

９月 岩手県沿岸北部を震源とする地震での緊急消防援助隊としての活動に対し、消防庁長官表彰を受ける。
11月 第１回３消防本部（郡山・須賀川・白河）合同訓練、郡山市で開催

平成21年１月 田村消防署に高規格救急自動車（老朽更新）１台、郡山消防署安積分署に高規格救急自動車
（拡充更新）１台を配置

２月 田村消防署常葉分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置
８月 福島県総合防災訓練が開成山公園をメイン会場として開催
10月 第 32 回全国消防職員意見発表会において最優秀賞受賞
12月 郡山消防署日和田分署、田村消防署滝根・都路分署に救急自動車（老朽更新）３台を配置、

郡山消防署田村分署に高規格救急自動車（拡充更新）１台を配置
平成22年５月 郡山消防署に高規格救急自動車（老朽更新）１台を配置

６月 住宅用火災警報器設置促進本部を設置
７月 集中（ゲリラ）豪雨

　６日夜、郡山駅前を中心に浸水被害が発生
　床上浸水　49 件、床下浸水　130 件、非住宅（店舗）浸水　229 件、土砂崩れ　130 件

９月 住宅用火災警報器普及キャラクター「べるべるくん」誕生（製作：田村消防署三春分署）
10月 郡山消防署針生分署に高規格救急自動車（老朽更新）１台を配置
11月 郡山消防署大槻分署を大槻基幹分署、郡山消防署喜久田分署を喜久田基幹分署、

郡山消防署針生分署を針生救急所として開署
	 同 平成 22 年度緊急消防援助隊北海道東北ブロック合同訓練の開催

　８、９日に郡山カルチャーパークにて、83 機関・170 隊・700 人、協力団体 18 機関・27 隊
　115 人が参加して実施する。

11月 郡山市大槻町内の大型衣料品販売店から火災発生
　12日　16 時 53 分出火　19 時 54 分鎮火　焼損床面積　2,968㎡　店舗１棟全焼
　負傷者　２人　損害額　約 2億 6,600 万円

平成23年２月 屈折はしご付消防自動車（25メートル級）１台を郡山消防署に配置
　はしご付消防自動車（30メートル級）の老朽更新のため

３月 東日本大震災
　11日	14時 46分　東北地方太平洋沖地震　マグニチュード9.0　最大震度：震度７（宮城県栗原市）
	 管内の震度：震度６弱　郡山市、田村市、小野町　震度５強　三春町
	 死者 30 人（郡山市 15 人、田村市 14 人、三春町１人）　※関連死等を含む
	 建物火災６件（郡山市４件、田村市２件）、救助 47 件（地震発生から３日間）
 	 救急　３月11日52 件、３月12日79 件、３月13日157 件（通常平均 42 件）
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	 （地震により救急指定病院１施設と救急協力病院１施設が損壊し、収容不能）
	 消防本部庁舎への避難者（３月11日から３月31日まで（21日間））延べ 1,447 人
	 （最大収容時３月12日216 人）
	 消防本部敷地内の耐震性貯水槽（50㎥）を使用して給水活動を実施
東京電力福島第一原子力発電所事故
　12日	東京電力福島第一原子力発電所１号機で水素爆発
	 東京電力福島第一原子力発電所から半径 20キロ圏内に避難指示が発令される。
	 （田村市では「都路町の一部」から「都路町全域」に拡大し発令する。）
	 都路分署を緊急避難により閉鎖する。（常葉分署に移転する。）
	 郡山市総合体育館にて避難住民に対しスクリーニングを実施（３月12日から６月21日（102日間））
	 活動職員　延べ 896 人、緊急被ばくスクリーニング実施人数　28,714 人
　	 （完全除染 10 人、簡易除染 146 人、救急搬送 82 人）
　14日	東京電力福島第一原子力発電所３号機で水素爆発
　15日	東京電力福島第一原子力発電所から半径 30キロ圏内に屋内退避指示が発令される。
 	 （田村市常葉町黒川地区・田代地区及び船引町横道地区の一部）
　25日	屋内退避区域へ自主的避難が呼びかけられる。
　	 （田村市では、田村市常葉町黒川・田代地区を、堀田地区に拡大し呼びかける。）
　28日	福島第一原子力発電所から半径 20キロ圏内避難地域の立入禁止が発令される。
　	 緊急消防援助隊の受援（群馬・静岡・岐阜・滋賀の４県）延べ 143人（3月24日から3月31日まで）

４月 　18日	屋内退避・自主避難地域に常葉町山根地区の一部が追加される。
　	 （田村市では「常葉町山根地区の一部」から「常葉町山根地区全域」に拡大し指定する。）
　22日	東京電力福島第一原子力発電所から半径 20キロ圏内（田村市都路町の一部）が警戒
　	 区域に設定され、立入が制限される。
　同日	警戒区域を除く都路町、田村市常葉町堀田・山根地区、船引町横道地区が緊急時避難
　	 準備区域に設定される。

７月 発信者位置情報通知システム運用の開始
９月 台風 15 号による被害発生

　21日	郡山市内阿武隈川及びその支流が増水し、避難指示が発令される。
　	 建物被害 1,564 件（床上浸水 1,257 件、床下浸水 122 件、非住宅浸水 185 件）

　 　	 河川等の溢水 11ヶ所、土砂崩れ・法面崩壊等 87ヶ所
　	 避難指示　対象 48 地区、対象世帯 27,323 世帯、対象人数 66,335 人

	 同 　30日	田村市の緊急時避難準備区域が解除される。
10月 　７日	 都路分署閉鎖を解除し、業務を再開する。
11月 郡山市中町「なかまち夢通り」にて「消防・夢通りフェスタ」を開催

本組合が東日本大震災の対応について、総務大臣表彰を受ける。
平成24年３月 構成市町・消防団合同図上訓練

　東日本大震災の経験を踏まえ、構成市町及び消防団との連携強化、大規模災害対応力向上を
　図るため訓練を実施する。

	 同 郡山消防署及び田村消防署に消防ポンプ自動車２台を配置
　東京電力福島第一原子力発電所事故に伴い、東京電力へ貸与した消防ポンプ自動車２台の代替
　として、同車２台を導入する。

	 同 田村消防署小野分署に高規格救急自動車（拡充更新）１台を配置
	 同 警戒区域内消防活動にかかる４消防本部合同訓練

　東京電力福島第一原子力発電所事故を受け、警戒区域内での大規模災害に迅速に対応する
　ため郡山・須賀川・白河・双葉の４消防本部による合同訓練を実施

４月 １日　田村市都路町の一部が警戒区域から避難指示解除準備区域に再編される。
	 同 田村消防署三春分署に高規格救急自動車（拡充更新）１台を配置

５月 消防庁長官が激励のため来訪
８月 鹿児島から被災地の石巻まで行われた「消防士タスキリレー」に35 人の職員が参加する。
９月 本組合が平成 24 年防災功労者内閣総理大臣表彰を受ける。

	 同 双葉郡川内村にて、警戒区域内の大規模な林野火災を想定した４消防本部合同訓練を実施する。
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平成25年３月 ２日	 双葉消防本部管内（旧緊急時避難準備区域）において、大規模な林野火災が発生し、
	 応援協定に基づき本組合から４隊 15 人が応援出場

	 同 無償使用制度を活用し、消防庁から、無線中継車及び資機材搬送車各１台が配備される。
	 同 双葉消防本部へ「福島支援全国消防派遣隊」として職員を派遣

４月 職員定数を２人増員し、404 人とする。
６月 郡山消防署第２中隊が、第 66回福島県消防大会において、竿頭綬を受章する。
８月 第 42回全国消防救助技術大会において、29 年ぶりに４種目が出場する。
10月 郡山市中町「なかまち夢通り」にて「組合発足 40 周年記念消防・夢通りフェスタ」を開催する。

	 同 組合発足 40 周年記念版消防年報を発刊
11月 福島支援全国消防派遣隊等による双葉消防本部への支援に対し、消防庁長官から感謝状を受ける。
12月 郡山消防署に救助工作車Ⅲ型（老朽更新）１台を配置

平成26年１月 田村消防署移分駐所を新築移転（120.31㎡）
	 同 郡山消防署熱海分署及び田村消防署移分駐所に高規格救急自動車（老朽更新）各１台を配置

２月 無償使用制度を活用し、消防庁から、機動連絡車１台が配備される。
４月 １日　田村市都路町の一部に出されていた避難指示が解除される。

	 同 新消防指令センター及び消防救急デジタル無線の運用を開始する。
	 同 ｅメール119の運用を開始する。

５月 避難指示区域における大規模火災対応訓練
　浪江町内を会場に、県内 12 消防本部合同による訓練を実施

10月 郡山市で開催されたＢ-１グランプリに伴う消防警備を実施する。
11月 消防本部庁舎にて「消防ふれあい広場」を開催する。

　組合キャラクター「火まもり君」が誕生する。
	 同 原子力災害避難指示区域消防活動費交付金を活用し、田村消防署に車庫を新築するとともに、

小型動力ポンプ付水槽車１台を配置
12月 郡山消防署喜久田基幹分署及び田村消防署大越分遣所に高規格救急自動車（老朽更新）各１台を配置

平成27年２月 郡山消防署に水槽付消防ポンプ自動車（老朽更新）及び化学消防ポンプ自動車（老朽更新）各１台を、
田村消防署小野分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置

４月 予防救急を推進するため、「予防救急プロジェクトチーム」を発足
６月 火災ゼロに向けて「火災ゼロ対策推進委員会」を発足

	 同 本組合初となる指導救命士が誕生
10月 第 69 回福島県社会福祉大会において、大会会長感謝状を受賞
11月 郡山消防署大槻基幹分署及び田村消防署常葉分署に高規格救急自動車（老朽更新）各１台を配置
12月 田村消防署三春分署及び都路分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）各１台を配置

平成28年２月 郡山消防署喜久田基幹分署に水槽付消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置
３月 平成 27 年度消防功労者消防庁長官表彰において、本組合及び三春町消防団が竿燈綬を受章
９月 郡山消防署中田分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置
11月 郡山消防署湖南分署に高規格救急自動車（老朽更新）１台を配置

	 同 第 70 回福島県社会福祉大会において、福島県共同募金会会長感謝状を受賞
平成29年２月 職員定数を３人増員し、407 人とする。

３月 田村消防署に救助工作車Ⅱ型（ポンプ付救助工作車Ⅰ型の老朽更新）１台を配置
４月 組合ウェブサイトをリニューアル

	 同 双葉郡浪江町の十万山で大規模な林野火災が発生し、福島県広域消防相互応援協定に基づき、
延べ 80 人を派遣。（５月２日から５月６日まで、５月８日から５月10日まで）

７月 田村消防署新庁舎竣工
　敷地面積 7,862㎡	 庁　舎 ： 鉄筋コンクリート一部鉄骨造　延べ面積 1,474㎡
	 訓練塔 ： 鉄筋コンクリート造　延べ面積 146㎡

９月 郡山消防署安積分署及び中田分署に高規格救急自動車（老朽更新）各１台を配置
10月 日本赤十字社福島支部から、献血協力に対する感謝状を授与

平成30年１月 田村消防署の車庫 76.72㎡を新庁舎施設内に移設
２月 郡山消防署日和田分署及び田村分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）各１台を配置

	 同 郡山消防署熱海分署に水槽付消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置
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３月 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金により、福島県が人員搬送車配備し、無償貸与を受ける。
４月「こおりやま消防安全・安心基本指針」開始
９月 福島県総合防災訓練が田村市運動公園をメイン会場として開催

平成31年１月 郡山消防署にはしご付消防自動車（40ｍ級）（老朽更新）１台を配置
３月 火災発生情報公開システム「火事ログ」を公開
４月 郡山市田村町において、大規模な林野火災発生

　場所　郡山市田村町糖塚
　出火　９日　11 時 10 分ころ　鎮火　10日　12 時 45 分　焼損面積約 68ha
　福島県消防広域応援隊（福島・伊達・安達・須賀川・白河・いわき・双葉）51 人
　陸上自衛隊ヘリコプター10 機の応援を受け消火

令和元年８月ドローン（無人航空機）の運用を開始
10月 郡山消防署及び針生救急所に高規格救急自動車（老朽更新）

	 同 令和元年東日本台風（台風第 19 号）による被害
　１２日～１４日　　人的被害：７人（死者６人、重症者１人）
　　建物被害：1,7881 件（道路被害：677 件　　河川等被害：91 件）

	 同 郡山消防署富久山分署庁舎竣工
11月 郡山消防署富久山分署業務開始

　職員 15 人、水槽付消防ポンプ自動車（郡山消防署から配置換え）、高規格救急自動車及び　指令車各１台を配置
12月 郡山消防署大槻基幹分署に水槽付消防ポンプ自動車（タンク水量 1,500ℓ）（老朽更新）１台を配置

令和２年４月 Ｎｅｔ119 緊急通報システム運用開始
６月 消防庁主催の予防業務優良事例において、火災発生情報公開システム「火事ログ」を活用した取組みが優秀賞を受賞
７月 郡山市島２丁目地内において大規模な爆発火災発生（出火　30日　８時 57 分頃　鎮火　30日　11 時 05 分）

　り災物件　292 件（建物 232 件　車両 57 件　その他３件）　損害額　1,226,110,000 円（令和 3年 3月29日現在）
８月 水上バイク１台を郡山消防署に配置
10月 郡山消防署日和田分署・田村分署、田村消防署移分駐所に高規格救急自動車（老朽更新）３台を配置

令和３年２月 福島県沖地震　13日　23 時７分頃　マグニチュード7.3　最大震度：震度６強　管内の震度　震度６弱　田村市、三春町
震度５強　郡山市　震度５弱　小野町　建物火災１件（郡山市）、救助３件（郡山市）、救急 13 件（郡山市）

４月 郡山市熱海町において大規模な林野火災発生　　場所　郡山市熱海町玉川地内　　出火　23日　12 時 45 分頃　鎮火　24日　８時 21分
焼損面積 150a　　福島県消防広域応援隊（安達）４人　　他県の消防防災航空隊ヘリコプター２機の応援を受け消火

７月 東京オリンピック2020 警戒警備　　県営あづま球場で行われた東京 2020オリンピック野球・ソフト
ボールの警戒警備に本組合から４隊　　16 名が警備に当たる。

９月 無償使用制度を活用し、消防庁から情報収集活動用ドローン１機が配備される。
10月 田村消防署滝根分署及び都路分署に高規格救急自動車（老朽更新）２台を配置

管内の全ての署所に高規格救急自動車が配置される（以下、「救急自動車」とする。）
	 同 災害情報共有ＧＩＳシステムの運用を開始する。

11月 Ｌｉｖｅ119の運用を開始する。
	 同 郡山消防署安積分署消防ポンプ自動車（老朽更新）各１台を配置
令和４年２月 本組合が東京オリンピック2020 警戒警備に対して消防庁長官から表彰を受ける。
	 同 郡山消防署に化学消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置

３月 福島県沖地震　16日　23 時 36 分頃　マグニチュード7.4　最大震度：震度６強　管内の震度：震度６弱　田村市　震度５強　郡山市
震度５弱　三春町、小野町　建物火災１件（田村市）、救助１件（郡山市）、救急６件（郡山市、田村市）

	 同 田村消防署常葉分署閉署
４月 田村消防署常葉分署を田村消防署に集約し機能拡充

	 同 田村消防署特別救助隊発隊
11月 郡山消防署湖南分署に消防ポンプ自動車（老朽更新）１台を配置

	 同 田村消防署小野分署に救急自動車（老朽更新）１台を配置
	 同 予防課に火災調査車（新規）１台を配置
令和５年１月 消防課に支援車（新規）１台を配置

３月 郡山市中田町において大規模な林野火災が発生
場所　郡山市中田町中津川地内　　出火　８日　11 時 10 分頃　鎮火　11日　７時 30 分　建物３棟全焼　林野焼損面積 113ha
消火隊　４日間延べ 612 人（郡山市消防団、陸上自衛隊、警察を含む）　消防防災航空隊（他県を含む）及び陸上自衛隊のヘリコプターの応援を受け消火
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一 目 統 計

組織・車両・水利	 （R5.4.1）
署 所 消防職員 消防車両 消防水利

消防本部 
消 防 署 
基幹分署 
分 署 
救 急 所 
分 遣 所 
分 駐 所

1
2
2

11
1
1
1

現数 
 
 
平均年齢

413人

37.0歳

ポンプ車 13台
 
消火栓 
 
防火水槽 
 
耐震性貯水槽

4,556

1,383

21

タンク車等 ６台
救助工作車 ３台
梯 子 車 ２台
救 急 車 20台
指 揮 車 1台
指 令 車 18台
特殊車等 10台
連絡車等 7台 （※消防水利はR4.12.31時点）

火災・救急・救助	 （R4.12.31）
火 災 救 急 救 助 災害通報

火災件数 104件 出動件数 18,169件 出動件数 120件 総通報件数 25,801件
死 者 5人 搬送人員 16,179人 救助人員 89人 １日平均 70.6件
負 傷 者 21人 １日平均 49.8件

予防・その他	
防火対象物数 危険物施設数 防火クラブ数 防火管理者講習会 応急手当受講者数

16,032

（R5.3.31）

製造所 38 幼年消防 78 受講者数 上級救命講習 0
貯蔵所 1,182 少年消防 38 甲種 296 普通救命講習 249
取扱所 474 女性防火 2 一般救命講習 2,365

（R5.3.31） （R5.3.31） （R4.12.31） （R4.12.31）

施設見学状況	※消防署（分署等を含む）の施設見学状況　　　　　　　　　　　　　　　（R5.3.31）
区分

所属
幼稚園 小学校 その他の学校 一般 その他の団体 合　計

回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数 回数 人数
郡 山 消 防 署
管 内 1 5 9 310 10 30 18 303

田 村 消 防 署
管 内 1 24 11 186 5 24 1 30 18 264

合　計 2 29 20 496 5 24 10 30 1 30 36 567

管内情勢・消防予算等	 （R5.4.1）
面 積 人 口 世 帯 数 当初予算

1,413.47㎢

郡山市 322,190人 郡山市 142,628 

44億4,717万6千円田村市 33,294人 田村市 12,239 
三春町 16,558人 三春町 6,082 
小野町 8,860人 小野町 3,352 
合　計 380,902人 合　計 164,301 
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位置及び市町別面積･人口･世帯

市町名 面積（㎢）

郡山市 757.20

田村市 458.33

三春町 72.76

小野町 125.18

計 1,413.47
　

位　置

北緯 37°23′34″

東経 140°23′07″

標　高

231.819ｍ
（消防本部庁舎基点）
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１ 地　勢
　本組合は、福島県のほぼ中央に位置し、郡山市・田村市・三春町・小野町の２市２町で構成
され、管轄面積は1,413.47㎢で県土の約 10.3％を占めています。
　また、福島県には12 消防本部があり、本組合は、いわき市・双葉地方広域・会津若松地方広域・
須賀川地方広域・安達地方広域の５消防本部に隣接しています。
　管内の交通は、東北自動車道、磐越自動車道、あぶくま高原道路が縦横に整備されているほか、
東北新幹線、隣接管内には福島空港があり高速交通網の要衝となっています。

２ 概　要
　本組合は、昭和 48 年４月に安積平野に街を形成する郡山市を母都市として、田村郡（三春町・
小野町・滝根町・大越町・都路村・常葉町・船引町）と本宮町（昭和 55 年７月に安達地方広
域行政組合に移管）の１市７町１村で発足、本部・１署・６分署の職員 139 人という組織
体制でのスタートでした。
　その後、平成 17 年３月に田村地方の５町村（滝根町・大越町・都路村・常葉町・船引町）
が合併し、新たに田村市が誕生したことにより、２市２町を構成団体として新たなスタートを切りま
した。
　現在は、本部・２署・２基幹分署・11 分署・１救急所・１分遣所・１分駐所に職員
413 人の組織体制となり、消防ポンプ自動車など19 台、救急自動車 20 台を配置し、管内人口
380,902 人、世帯数 164,301 世帯の ｢安全で安心して暮らせるまち｣ を目指しています。
　現在の消防本部庁舎は、平成 11 年に「防災の拠点」として郡山市堂前町に建設、住民が
利用できる防災展示ホールを設けております。
　平成 29 年７月に田村消防署庁舎を移転新築し、広大な訓練施設を生かして、より実践的な
訓練や各種大会など、幅広く活用しています。また、令和元年 11月に郡山消防署富久山分署
が開署され、郡山市北部地域の消防力の充実強化と住民サービスの向上を図っています。さらに、
令和４年３月に田村消防署に配置している車両等の消防資機材を有効に活用するため、田村消
防署常葉分署を田村消防署に集約、令和４年４月に田村消防署特別救助隊を発足して拡充を図
り、管内住民の安全安心の確保と持続可能な署所体制の構築に取り組んでいます。
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　郡山市は、福島県の中央に位置し、地理的条件の良
さを生かしながら交通網の要衝として発展を続け、「人」
「モノ」「情報」が行き交う交流拠点となり、経済県都と
呼ばれています。
　さらに、発展の礎となった安積開拓により農業 ･商業 ･
工業がバランス良く発展し、観光としての魅力も併せ持っ
ています。
　2018 年にセーフコミュニティ国際認証を取得し、2023 年に再認証
取得したところであり、2019 年には内閣府から「SDGs 未来都市」
に選定されるなど、“ 誰一人取り残されない ” 安全・安心な社会の
実現に向け、地域社会全体で取り組んでいます。

　田村市は、平成 17 年、５町村が合併し誕生しました。
それぞれの豊かな自然環境や歴史・伝統の中で培ってき
た特色ある風土を引き継ぎつつ、人の個性を大切にし、
先人から受け継がれてきた資源、そしてすべての市民が
地域に誇りを持ちながら、夢の実現に向けて協働する環
境づくりを進めています。
　また、山や川、滝、鍾乳洞など市を代表する資源を活
用し、観光・レクリエーションなど多彩な交流を進めるととも
に、市民が「安心して暮らせる」新しいまちづくりを推進
しています。

　郡山の「山」の小篆（しょうてん）文字を図案化したもので、藩政時代
から郡山代官支配下「郡山」の標識として使用されてきたものです。
　市の鳥はカッコウ、木はヤマザクラ、花はハナカツミ

　田村市の「田」をモチーフにして、緑豊かな自然にいだかれた高原都市
として光り輝きながら限りなく発展するイメージを表現しています。
　市の鳥はウグイス、木はナラ、花はツツジ

郡山市

田村市

「“楽都”郡山」

「あぶくまの人・郷・夢を育むまち
～はつらつ高原都市 田村市～ 」

ビッグアイと駅前広場

あぶくま洞（滝根御殿）

消防組合構成市町の紹介
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　三春は、梅・桃・桜が一斉に咲き競うところから名付け
られたといわれます。
　城下町の面影を今も残す裏通り、商家の土蔵群は、「滝
桜」にも劣らぬ町内各所の枝垂れ桜の名木群とともに、
三春の新しい観光名所。
　楽しく歩ける街には、三春素麺や名物の三角油揚げを
食べることができるお店、蔵を利用した食事処、カフェなど
があちこちに。
　都会の賑やかさはありませんが、ゆったりとした空間・時
間がながれる街です。

　小野町は、９世紀頃、小野篁（おののたかむら）が陸
奥守（むつのかみ）として東下した折に開発され、「小野
六郷」と総称したのがルーツといわれています。
　高原型の気候を生かしたミネラル野菜の栽培が盛んな
ほか、特産品やご当地グルメの開発にも力を入れています。
　「黒にんにく」は、ミネラル栽培にこだわったにんにくを熟
成させ、とても甘くフルーティな味わいで、新たな特産品で
す。
　また「おのまち小町アイスバーガー」は、地元では知る
人ぞ知る昔懐かしの味を、商工会青年部が工夫を凝らし、
新たな名物として町内外に発信しています。

　三春の「み」を円形に図案化したもので、円型は協同と団結を、横線
は融和を、真ん中の線と空間は向上発展を希求する姿を表しています。
　町の鳥はウグイス、木はシダレザクラ、花は松波

　小野町の頭文字「小」を図案化したもので、町の飛躍的な発展と町民
融和と団結を表しています。
　町の鳥はカッコウ、木はスギ、花はツツジ

三春町

小野町

「今、花ひらく小さな城下町　三春」

「笑顔とがんばりの町」

三春の滝桜

特産品「黒にんにく」

ご当地グルメ
「おのまち小町アイスバーガー」





２  消 防 概 要 編
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消防予算と事業

　令和５年度の一般会計当初予算は4,447,176 千円で、前年度と比較して216,195 千円（4.6％）
の減額となっています。
　令和５年度一般会計当初予算を性質別に分類すると、人件費、扶助費、公債費等の義務的
経費が 3,600,231 千円（81.0％）、消防車両購入費、庁舎改修費等の投資的経費が 106,561 千
円（2.4％）、物件費や維持補修費等のその他の経費が 740,384 千円（16.6％）などです。
　これらの予算は、管内住民の皆様が安心して暮らすことのできる安全なまちづくりのために、消防
体制の整備や予防消防を推進するものです。

事　　　業 内　　　容

高機能消防指令センター更新事業 〇デジタル無線システム等更新のための設計

わが町からの火災を「ゼロ」にするための対策 〇街頭ビジョンやミニコミ誌を活用した火災予防啓発

組合発足50周年記念事業 〇組合発足50周年記念式典の開催

消防活動能力向上事業 〇水害対応資機材の拡充

救急業務高度化推進事業 〇自動心臓マッサージ器の導入

脱炭素化推進事業 〇ZEB基準相当適合の本部庁舎空調設備改修設計業務

消防車両の整備管理事業 〇計画的な消防車両の更新整備
〇EV車の導入（リース）

住民の利便性向上と行政事務の効率化事業 〇各種届出や申請についての電子申請の導入
〇リモートワークのためのデジタル機器の整備

令和5年度当初予算に係る主な事業

当初予算性質別割合 ５年間の当初予算及び分担金の推移
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広報活動

　本組合では、住民の皆さんに消防行政へのご理解とご協力をいただくため、広報紙「ふれあい
消防 119」、組合ウェブサイト、フェイスブック、ユーチューブなどのSNSをとおして火災予防や予
防救急などの活動をお知らせしております。
　また、報道機関、構成市町の広報誌、防災行政無線などを活用し、随時、火災予防を始めと
する注意喚起を行っております。
　しかし、例年行われている消防施設見学を始めとする各種行事、イベントについては、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大のため、令和４年度も一部中止となりました。そこで、本組合では、
SNSでの動画投稿など多角的な広報活動を行いました。

令和４年度中の主な広報活動
活動内容 実施回数等 対　象

構成市町の広報誌掲載 96回 管内住民
組合ウェブサイト掲載 241回 不特定多数
組合フェイスブック掲載 228回 不特定多数
組合ユーチューブ掲載 110回 不特定多数
組合インスタグラム掲載 792回 不特定多数
報道機関掲載 211回 不特定多数
防火チラシ作製 55種 管内住民
防火ポスター募集・作製 769点 管内幼稚園・保育所、小・中学校
防火標語募集 1,947点 管内事業所・学校等
広報紙発行「ふれあい消防119」 2回（256,000部） 管内全世帯
消防施設見学 36回（567人） 管内市町小学生ほか
防火パレード 37回（1,118人） 管内一円（消防職員・消防団員・女性消防協力会等）

防火講話 231回（14,407人） 管内事業所・学校等
防火訓練指導 206回（16,501人） 管内事業所・学校等
広報警戒 4,330回（11,826人） 管内一円（消防職員・消防団員・女性消防協力会等）
街頭活動 11回（438人） 管内一円（消防職員・消防団員・女性消防協力会等）

ふれあい消防119 組合ウェブサイト

You TubeFacebook X（旧Twitter）Instagram
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火災概況・予防対策
１　令和４年の火災発生状況
⑴　火災件数は104件、前年より減少
　火災件数は104 件（前年比９件減）で、出火
率（人口１万人当たりの出火件数）は2.71 件／
万人となり、全国平均の2.89 件／万人を0.18ポイ
ント下回っています。

⑵　建物火災58件のうち住宅火災は32件

　火災種別にみると、「建物火災」が 58 件（前年比 11 件減）、「林野火災」が５件（前年
比４件減）、「車両火災」が 12 件（前年比２件減）、「その他の火災」が 29 件（前年比８件増）
となっています。
　なかでも建物火災のうち、火元建物の用途別にみると住宅火災が 32 件（前年比７件減）
発生しており、建物火災全体の55.2％を占めています。

⑶　出火原因の上位は「たき火」
　　「放火･放火の疑い」「電気機器」
　出火原因は、「たき火」16 件（15.4％）、「放
火・放火の疑い」15 件（14.4％）、「電気機
器」15 件（14.4％）、「電気配線」９件（8.7％）
及び「たばこ」８件（7.7％）の順となってい
ます。
　令和４年は、３月から６月にかけて「たき火」
による火災が 10 件発生しました。
※　電気配線は、「電灯・電話等の配線」
　　及び「配線器具」を合算したもの。

火災件数の推移

出火原因の上位
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⑷　火災による死者は５人
　火災により５人（前年比４人減）の尊い命が失われ、21 人（前年比６人増）が負傷しました。
　住宅火災による死者は４人で、65 歳以上の高齢者は２人でした。

⑸　損害額について
　火災による損害額は353,771 千円で、前年に比べ
207,459 千円増加しています。火災件数が減少している
のに対し損害額が大きく増加した理由は、工場火災によ
り大きな損害額を計上した建物火災が発生したことや、
大型貨物自動車が数台焼損した車両火災が発生した
のが要因となります。

⑹　市町別火災発生状況
　構成市町別にみると、郡山市 85 件（前年比２件増）、田村市 11 件（前年比８件減）、三
春町４件（前年比３件減）、小野町４件（前年比同数）となっています。

郡山市 田村市 三春町 小野町
令和４年 85 11 4 4
令和３年 83 19 7 4
前年比 2 △８ △３ 0

２　火災予防行政
　火災の未然防止及び火災による死者・傷者をなくすため、春、秋及び年末年始の火災予防
運動のほか、各種イベント等を通して、住民に対する防火意識の啓発を図るとともに、事業所に
対して立入検査を実施し、防火対策事業を推進しています。

⑴　住宅防火対策の推進
　逃げ遅れ等による死者を抑止するため、消防法により設置が義務付けられている住宅用火災
警報器の設置促進を図っており、管内世帯の設置率は、令和４年は、77.5％と前年から1.8ポ
イント減少しました。また、火災予防条例の基準どおりに適正に設置されているかの指標となる
条例適合率は54.4％と前年から5.9ポイント増加しました。
　住宅用火災警報器の設置率及び条例適合率の向上のため、各行政機関、自主防災組織、
消防団、事業所等と協力し設置促進及び適正な維持管理を呼びかけます。
　

損　害　額

条例適合率住宅用火災警報器設置率
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また、次のことについて重点的に取り組んでいます。
	ア	 消防署員による住宅用火災警報器の取付支援の推進
	イ	 各種 SNSを活用した火災予防広報活動
	ウ	 各種スポーツ競技の試合における住宅用火災警報器のPR活動
	エ	 老朽化（廃）消火器の回収の推進
	オ	 消防団・女性防火クラブ・自主防災組織等と連携した予防広報活動

⑵　防火対象物の防火対策
　管内の防火対象物は総数 16,032 件で、市町別にみると、郡山市 13,806 件、田村市 1,243
件、三春町 555 件、小野町 428 件で、郡山市
が全体の約 86.1％を占めています。
　用途別では、寄宿舎 ･ 共同住宅等が 5,053
件と最も多く全体の約 31.5％を占めており、次い
で事業所等の2,237 件、工場・作業所 1,815 件
となっています。
　火災の未然防止と被害の軽減を図るため、年
間の立入検査実施計画に基づき、防火対象物
1,935 件、危険物施設 433 件で立入検査を合計
2,368 件実施し、消防用設備等の維持管理、防
火管理、危険物保安管理状況等を確認していま
す。
　消防法令違反が判明したときは、速やかに改
善指導を行い、重大な違反に対しては本組合ウェ
ブサイトでの公表や改善の命令などの行政処分
を行っています。

≪違反対象物の公表制度の実施≫
　建物を利用する方が、自らが利用する建物の
危険性に関する情報を入手し、その建物の利用
について判断できるよう、平成 30 年４月１日から、消防が立入検査時に確認した重大な消防
法令違反のある防火対象物を本組合ウェブサイトで公表しており、令和５年３月31日現在で22
件の防火対象物を公表しています。
　防火安全への認識を高め、防火管理業務の適正化を目的として公表すること
で、その建物を利用しようとする方が、違反に関する情報を確認した上で、建
物の利用を判断することができます。

市町村別防火対象物数

用途別防火対象物数
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⑶　危険物施設の安全対策
　管内の危険物施設数は1,694 施設で、施設区
分別にみると、製造所が 38 施設、貯蔵所が 1,182
施設、取扱所が 474 施設となっており、年々減少
しています。
　全国的にも危険物施設数は減少しているものの、
火災や流出事故の発生件数は増加傾向にあり、
各地で死傷者や多大な被害が発生しています。
　危険物施設における事故を未然に防止するため、危険物安全週間時には、ラジオ放送での
広報活動、各行政機関の広報誌への記事掲載及び講習会を開催しています。
　また、許認可時、検査時における安全指導等の徹底を図ることにより、保安に関する普及啓
発を行っています。

≪最近の危険物行政の動向≫
　令和元年７月に京都市のアニメーションスタジオで多くの死傷者を出した火災を受け、危険物
の規制に関する規則の一部が改正になり、「ガソリンを携行缶などの容器に詰め替えて販売する
ときは、顧客の本人確認、使用目的の確認及び販売記録の作成を行わなければならない」と
されています。
　また、令和３年 12月大阪市北区において多数の死傷者を出すビル火災が発生したことから、
ガソリンの容器詰め替え時における本人確認等の適正な運用の徹底を図るとともに、ガソリンを
購入しようとする者の言動に不審な点を感じた場合の警察への通報要領が示されました。

⑷ 「火事ログ」の公開
　平成 31 年３月14日から火災発生状況の発信・分析を目的に本組合ウェブサイトをとおして
火災発生情報公開システム「火事ログ」を公開しています。
　「火事ログ」は、曜日、時間、原因などの検索条件ごとに火災の発生状況を地図上に表示し、
可視化したものです。
　また、このシステムを活用した取組みは、総務省消防庁が主催する第４回
予防業務優良事例として令和２年６月に優秀賞を受賞しました。
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消防活動概況
１　消防隊の活動
　　火災・災害への出動状況
　令和４年は849件の災害等に対して、2,004台の消防車両が出動しました。これは１日当たり2.3
件出動したことになり、前年と比較し83 件増加しました。

２　消防訓練
⑴　総合防災訓練
　地震や風水害、大規模災害などに迅速・的確に対応できるよう、消防活動の強化と、住民
の防災意識の高揚を図ることを目的に、地域住民及び防災関係機関が一体となった、総合的
かつ実践的な防災訓練に参加しました。なお、令和４年は、新型コロナウイルス感染拡大防止
のため、一部訓練を中止としました。

実施日 実施場所 参加機関 参加人数 車両台数

郡山市総合防災訓練 10月22日 宝来屋郡山総合体育館 36 232 11

田村市総合防災訓練 10月２日 田村市立都路小学校周辺
及び古道体育館 9 473 17

三春町総合防災訓練 ９月25日 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

小野町総合防災訓練 9月4日 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止

福島県総合防災訓練 11月26日 いわき市※（本組合不参加）
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⑵　事業所等との連携訓練
　管内の重要文化財や大規模な危険物施設を管理する事業所等と様 な々機会をとらえて、従
業員等の防災意識の高揚及び自衛消防力の強化並びに付近住民や消防団との連携を図る目
的で、災害対応の訓練を実施しています。

実施日 実施場所 参加機関 参加人数 車両台数

文化財防火デーに伴う
消防訓練 １月22日 堂山王子神社 （田村市） 6 53 6

危険物安全週間に伴う
危険物災害対応訓練 6月6日 ジャパンコーティングレジン株式会社

小野工場
新型コロナウイルス

感染拡大防止のため中止

危険物安全週間に伴う
危険物災害対応訓練 6月8日 日東紡株式会社

富久山事業センター 2 43 12

田村消防署
水難事故対応訓練 7月12日 三春ダム 4 20 5

秋季火災予防運動に伴う
事業所連携訓練 11月26日 福島県森林研究センター 2 26 6

⑶　消防本部訓練
　管内における水難事故への対応を強化するため、水難救助隊員の養成及び技術の向上を
目的とした水難救助訓練を実施しました。

実施日 実施場所 参加人数 車両等台数

水難救助基本訓練
（前期）

６月１日
～６月３日 郡山カルチャーパーク 23

水難救助対応訓練
（河川対応） ６月2日 阿武隈川河川敷

郡山河川防災センター 21
車両6台
ボート１艇

ドローン１機

水難救助対応訓練
（湖沼対応）

６月28日
～6月30日

郡山市湖南町浜路地内
尚志学園キャンプ場南側 23

水上バイク１台
ボート２艇

ドローン１機

水難救助基本訓練
（後期）

9月７日
～9月９日 郡山カルチャーパーク 24

水難救助対応訓練
（冷水対応） 11月2日 郡山カルチャーパーク 23
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⑷　消防救助技術訓練（大会）
　救助技術の高度化に必要な基本的要素を練磨することを通じ、消防救助活動に不可欠な
体力、精神力、技術力を養うとともに、他の模範となる消防救助隊員を育成し、地域住民の
消防に寄せる期待に力強く応えることを目的としています。
　毎年、消防救助技術大会が開催され、その成果を披露しています。

実施日 実施場所 参加人数 種目

第44回 福島県消防救助技術大会 6月22日 福島県消防学校 23 6

第50回 東北地区支部
消防救助技術指導会 7月27日 新潟県新潟市消防局 9 2

第50回 全国消防救助技術大会 8月26日 東京都立川立飛特設会場 2 1
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救急概況
１　救急活動状況
　令和４年の出動件数は18,169 件で、前年より1,880 件の増加となり、搬送人員は16,179 人で、
前年より1,509 人増加しました。
　搬送人員については、急病によるものが全体の約 70.5％を占めており、傷病程度では軽症者
の搬送が全体の約 53.1％を占めています。
新型コロナウイルス感染症の影響により、現場滞在時間が延伸、さらに医療機関等への収容時
間が延伸する傾向にあり、心肺停止状態の傷病者などの一刻を争う「本当に救急車を必要とし
ている声」に応えるため、救急車の適正利用を呼びかけています。
　１日当たりの出動件数は49.8 件で、約 28.9 分に１件の割合で出動したことになり、管内人口
の23.8 人に1人が搬送されたことになります。

出動件数と搬送人員の推移

一日平均出動件数と平均現場滞在時間の推移
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２　救急隊員の研修
　救急隊員の行う処置拡大に伴い、より高度な知識や応急処置技術を身につけることが求めら
れています。本組合では、93 人の救急救命士が活動しており、計画的に救急救命士の養成を
進めています。
　救急救命士のうち、より高度な救命処置を行うことができる気管挿管認定救命士が 66 人、薬
剤投与認定救命士が 109 人、医師の具体的な指示の下での心肺機能停止前の重度傷病者
に対する静脈路確保及び輸液並びに血糖測定及び低血糖発作症例へのブドウ糖溶液の投与
が行える認定救命士が101人おり、令和４年は救急の現場で気管挿管を３回、薬剤投与を79回、
心肺機能停止前輸液を36回、ブドウ糖投与を14回実施しました。
　また、福島県消防学校における救急科等を修了した285 人の救急有資格者が業務に従事し
ています。
　本組合では、救急資格取得後もより高度な救急需要に応えるため、医師会や救急病院協議
会等の協力を得ながら、継続的かつ効果的な病院研修を実施しています。
　さらに、新型コロナウイルス感染症対策により、各種救急研修会をオンライン開催とし多くの救
急隊員が積極的に参加しています。
　また、平成 28 年６月には、救急隊員を教育する指導救命士が誕生し、現在は７名の指導救
命士が救急隊員の更なるレベルアップを図るために、救命士再教育、救急隊員生涯教育のプロ
グラム作成や指導・助言を行い、住民サービスの向上に努めています。

３　救急医療体制

⑴　医療機関との連携
　本組合では、管内で発生した傷病者を輪番による救急病院（７施設）や救急協力病院等（３
施設）、その他の病院、医院、診療所に搬送しています。
　また、重篤な傷病者にあっては、救命救急センター（１施設、ドクターカー１台）に搬送して
います。
　さらに、休日・夜間の診療体制として郡山医師会による休日・夜間急病センター（１施設）
や田村医師会による夜間診療所（１施設）も運営されています。

⑵　ドクターヘリの出動要請
　平成 20 年１月から、消防機関・医療機関からの出動要請に基づき、医師等を現場に派遣
して重症者にいち早く適切な救命医療を施す、福島県ドクターヘリの運航が開始されました。
　令和４年の福島県ドクターヘリの出動状況は、県内全体で333 件、そのうち本組合管内に
おける出動件数は13.2%の 44 件でした。各市町村別の出動状況は、郡山市８件で18.2％、
田村市が 24 件で54.5％、三春町が２件で4.5％、小野町が 10 件で22.8%となっています。
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⑶　郡山地方メディカルコントロール協議会
　平成 15 年４月から、郡山地方メディカルコントロール協議会が設けられ、医療機関と消防機
関が更なる連携強化を図り、傷病者の搬送途上における救命効果を高めるため、次の体制が
構築されました。

ア　救急隊が現場や救急車からいつでも迅速に医師の指示・指導・助言を要請できる。
イ　実施した救急活動の医学的判断、処置の適切性について検証医師による事	
　後検証が行われる。（事後検証については、郡山メディカルコントロール協議会の検証小委	
　員会が毎月１回開催され、令和４年は526 件の救急事案が検証を受けました。）
ウ　救急救命士の資格取得後の再教育として、医療機関において定期的に病院実習を行う。

４　応急手当の普及啓発（救命の連鎖）
　突然の心停止から救命し、社会復帰に導くためには、心停止の予防や早期通報、心肺蘇生
とＡＥＤの使用など「救命の連鎖」が不可欠です。心臓と呼吸が止まってから３～４分以上その
ままの状態が続くと回復が困難となります。

バイスタンダーによる心肺蘇生実施率の推移（過去5年）
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　本組合の令和４年の現場到着所要時間の平均は12.4 分となっており、現場に居合わせた人
（バイスタンダー）の適切な応急手当が目の前の命を助けることにつながります。
　本組合では、新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、応急手当指導資器材の整備を図りな
がら、延べ 309 人の応急手当指導員が救命講習等を行い、令和４年中は131 回の講習会を
実施し、2,614 人が受講しました。
　救急現場でのバイスタンダーによる心肺蘇生の実施率は、令和２年は56.7％、令和３年は
65.1％、令和４年が 66.4％と年々向上しています。

５　予防救急プロジェクトチーム
　救急需要の増大に伴い、管内の救急現状を分析してその問題を抽出し、それらに対応する
ための方策を構築し、関係機関との連携を図りながら救急件数の減少と救急車の適正利用の
推進を目的に、平成 27 年度に予防救急プロジェクトチームを設立しました。予防救急プロジェク
トチームでは、「予防救急サポーター養成」のほか、防災みらい、ふれあい１１９、セーフコミュ
ニティ通信及び組合ウェブサイトでの情報発信、病院や郡山市と合同でのＰＲ活動を実施しまし
た。
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救助概況
１　救助隊の活動
　令和４年中の救助件数は120 件で、前年から22 件の増加となっています。
　事故種別でみると、交通事故が最も多く45 件で全体の37.5％、次いで建物等による事故が
37 件（30.8％）、水難事故が 10 件（8.3％）、機械による事故が３件（2.5％）、火災（建物）
が１件（0.8％）の順になっています。その他の事故 24 件（20.1％）の内訳は、車両等の挟ま
れ及び下敷き事案が８件、車内等閉じ込め事案５件、転落等事故３件、救急支援等となってい
ます。
　本組合では、各種災害事案において、安全・確実・迅速な救助活動を行い、住民から信頼
される救助隊を目指しています。

令和４年 救助件数

２　救助隊員の研修
　救助隊員は、交通事故や自然災害、また複雑・多様化する火災等の災害に適切に対応する
ため、救助活動に必要な知識、技術及び体力の習得を目的に消防学校や本組合で行う教育、
研修を修了した隊員であり、令和５年４月１日現在 115 人の職員が救助資格を有しています。
　これら救助隊員のうち、人命救助に関する専門的かつ高度な教育を受けた高度救助隊員が
58 人、海外で大規模災害が発生した際に日本政府が行う国際援助の救助チームとして派遣さ
れる部隊に登録されている国際救助隊員が６人います。
　また、河川及び湖等で発生する災害や台風及びゲリラ豪雨等の災害に対応する水難救助隊
員が 21 人おり、各種災害に精通した隊員が業務に従事しています。
　本組合では、気候変動や生活様式の多様化などにより災害が複雑・高度化していることから、
隊員個人の知識や技術の向上とともに、部隊間の連携を強化した対応が求められていますので、
日々 あらゆる災害に対応できるよう訓練を継続して行い、現場対応力の充実強化を図っています。
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通信指令概況
１　過去５年間の回線別受理件数の状況
　令和４年の電話による119 番通報総受理件数は、総数で24,697 件でした。
　なかでも、携帯電話からの119 番受理件数は13,750 件で、全体の約 56％を占めています。

２　FAX119、メール119、Net119での119番通報について
　聴覚または言語障がい等により電話での119 番通報が困難な方から、火災や救急等の通報
を、FAX、メール等により受け付けており、本組合ウェブサイトからFAX119 通
報用紙をダウンロードすることができます。
　なお、メール119、Net119は事前に登録が必要となります。

３　テレフォンサービスについて
　テレフォンサービスは、主に災害情報や休日当番・夜間病院を案内しています。
　また、火災予防や住宅用火災警報器の普及、携帯電話からの119番通報者向けの広報も行っ
ています。
　令和４年のテレフォンサービス総利用件数 292,159 件でした。



３  統 計 資 料 編





第 1 章

総 務
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１　消防庁舎の所在地	 （R5.4.1）

区分 署・分署 所在地 電話番号
（ＦＡＸ）

消 防 本 部
郡 山 消 防 署 郡山市堂前町5番16号 024-923-8171

（024-923-1228）
大 槻 基 幹 分 署 郡山市大槻町字中前田15番２号 024-951-1590
喜 久 田 基 幹 分 署 郡山市喜久田町卸一丁目134番1号 024-959-6530
熱 海 分 署 郡山市熱海町熱海二丁目65番地 024-984-3124
日 和 田 分 署 郡山市日和田町字山ノ井１番１ 024-958-2140
田 村 分 署 郡山市田村町岩作字穂多礼57番５ 024-955-3127
安 積 分 署 郡山市安積二丁目354 024-945-2141
湖 南 分 署 郡山市湖南町三代字原木390番の８ 024-982-2468
中 田 分 署 郡山市中田町下枝字柏田202の1 024-973-2114
富 久 山 分 署 郡山市富久山町八山田字経堂52番１ 024-955-6119
針 生 救 急 所 郡山市大槻町字笹ノ台34の1 024-923-5110

田 村 消 防 署 田村市船引町船引字遠表24番地１ 0247-82-1200
（0247-82-1231）

移 分 駐 所 田村市船引町上移字後田52番地 0247-86-2950
（0247-86-2951）

三 春 分 署 田村郡三春町字亀井88番地 0247-62-4049
小 野 分 署 田村郡小野町大字小野新町字知宗57番の１ 0247-72-2630
滝 根 分 署 田村市滝根町菅谷字入水257番の１ 0247-78-2511
都 路 分 署 田村市都路町古道字戸屋79番地 0247-75-3000
大 越 分 遣 所 田村市大越町下大越字中田140番地２ 0247-68-3899
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２　組合執行機関等･組合議員	 （R5.7.5）

組合議員  21 名 （郡山市 12 名　　田村市 ５名　　三春町 ２名　　小野町 ２名）
議長　塩 田　義 智　　副議長　大 橋　幹 一

議席番号 氏　　名 選出市町役職

1 栁 田 尚 一 郡 山 市 議 会 議 員
2 村 上 晃 一 郡 山 市 議 会 議 員
3 福 田 文 子 郡 山 市 議 会 議 員
4 大 木 　 進 郡 山 市 議 会 議 員
5 廣 田 耕 一 郡 山 市 議 会 議 員
6 佐 藤 政 喜 郡 山 市 議 会 議 員
7 田 川 正 治 郡 山 市 議 会 議 員
8 石 川 義 和 郡 山 市 議 会 議 員
9 大 城 宏 之 郡 山 市 議 会 議 員

10 七 海 喜 久 雄 郡 山 市 議 会 議 員
11 村 上 一 郎 郡 山 市 副 市 長
12 塩 田 義 智 郡 山 市 議 会 議 長
13 大 橋 幹 一 田 村 市 議 会 議 長
14 安 瀬 信 一 田 村 市 議 会 議 員
15 渡 邉 照 雄 田村市議会副議長
16 半 谷 理 孝 田 村 市 議 会 議 員
17 猪 瀬 　 明 田 村 市 議 会 議 員
18 坂 本 浩 之 三 春 町 長
19 佐 藤 　 弘 三 春 町 議 会 議 長
20 村 上 昭 正 小 野 町 長
21 田 村 弘 文 小 野 町 議 会 議 長

執 行 機 関

管理者　（郡山市長）	品川　萬里
副管理者（田村市長）	白石　高司
会計管理者	 橋本　　香
（郡山市会計管理者）

監 査 委 員

監査委員	 藤橋　桂市
	 （郡山市代表監査委員）

監査委員	 村上　昭正
	 （組合議会議員・小野町長）
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３　郡山地方広域消防組合組織	 （R5.4.1）
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４　職員配置状況	 （R5.4.1）
階級別

　　　　　　人　員
区　分

消　防　吏　員 事務
吏員消防

正監 消防監 消　防 
司令長

消防
司令

消　防 
司令補

消防
士長

消　防 
副士長 消防士

消　
　

防　
　

本　
　

部

消 防 長 ・ 消 防 次 長 2 1 1
消 防 長 付 （1） （1）

総　

務　

課

課 長・主 幹・課 長 補 佐 3 1 1 1
庶 務 係 5 1 2 2
人 事 教 養 係 5 2 2 1
企 画 財 政 係 5 2 1 2
統 計 分 析 係 2 1 1
総 務 課 付 4 2 2
小 計 24 1 1 8 8 6

予　

防　

課

課 長・主 幹・課 長 補 佐 2 1 1
予 防 係 5 2 1 2
危 険 物 係 4 1 1 2
査 察 係 4 1 1 2
火 災 調 査 係 3 2 1
小 計 18 1 1 6 4 6

消
防
課

課 長・主 幹・課 長 補 佐 2 1 1
消 防 水 防 係 4 1 3
救 急 係 2 1 1
小 計 8 1 1 2 4

通
信
指
令
課

課 長・主 幹・課 長 補 佐 2 1 1
指 令 係 9 4 1 4
情 報 管 理 係 9 2 3 4
小 計 20 1 1 6 4 8

計 72（1） 1 5 4 22 20（1） 20

郡　

山　

消　

防　

署

本　
　

署

署長・副署長・当直長・副当直長 6 1 3 2
庶 務 係 9 1 3 1 4
予 防 係 17 4 2 3 1 7
消 防 係 18 2 4 12
救 急 係 13 3 3 5 2
救 助 係 10 2 2 2 1 3
郡 山 消 防 署 付
小 計 73 1 3 14 14 11 2 28

分　
　

署　
　

等

大 槻 24 1 2 6 7 1 7
喜 久 田 24 1 2 6 7 1 7
熱 海 14 1 1 4 4 1 3
日 和 田 14 1 1 4 4 1 3
田 村 14 1 1 4 5 3
安 積 15 1 1 4 4 1 4
湖 南 13 2 3 4 1 3
中 田 13 2 3 4 1 3
富 久 山 15 1 1 4 5 4
針 生 10 2 2 2 1 3
小 計 156 7 15 40 46 8 40

計 229 1 10 29 54 57 10 68

田　

村　

消　

防　

署

本　
　

署

署長・副署長・当直長・副当直長 6 1 3 2
庶 務 係 7 1 1 2 1 2
予 防 係 12 3 3 2 4
消 防 救 助 係 16 2 2 3 9
救 急 係 10 2 2 3 1 2
小 計 51 1 3 10 8 10 2 17

分　

署　

等

三 春 14 1 1 4 4 1 3
小 野 14 1 1 4 4 1 3
滝 根 12 2 3 4 3
都 路 12 2 3 4 1 2
大 越 9 1 3 2 1 2
小 計 61 2 7 17 18 4 13

計 112 1 5 17 25 28 6 30
合 　 　 　 計 413（1） 1 7 19 68 99（1） 105 16 98
※（  ） 内数字は兼務職とし、実数に含まない。
※定年前再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員は含まない。
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５　職員階級別年齢	 （R5.4.1）

合　
　
　

計

消　防　吏　員 事

務

吏

員

消
防
正
監

消

防

監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消

防

士
平均 37.0 58.0 58.0 55.6 48.7 41.4 33.4 28.5 24.3 
合計 413 1 7 19 68 99 105 16 98
18歳 1 1
19歳 1 1
20歳 6 6
21歳 7 7
22歳 10 10
23歳 9 9
24歳 19 19
25歳 19 1 18
26歳 14 2 2 10
27歳 16 3 6 7
28歳 15 6 3 6
29歳 6 5 1
30歳 10 7 1 2
31歳 14 12 1 1
32歳 15 14 1
33歳 10 10
34歳 18 5 11 2
35歳 15 6 9
36歳 16 10 6
37歳 18 13 5
38歳 15 1 10 4
39歳 10 1 8 1
40歳 12 3 7 2
41歳 6 1 4 1
42歳 4 4
43歳 6 5 1
44歳 10 5 3 2
45歳 4 4
46歳 7 4 2 1
47歳 14 7 5 2
48歳 15 8 6 1
49歳 9 8 1
50歳 6 5 1
51歳 4 1 1 2
52歳 2 1 1
53歳 8 3 4 1
54歳 7 3 4
55歳 5 1 1 3
56歳 4 3 1
57歳 8 1 4 3
58歳 5 1 1 2 1
59歳 13 4 2 3 4

60歳以上
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６　職員研修状況	 （R5.3.31）
階級別

研修別

合　

計

消
防
正
監

消

防

監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消

防

士

消　

防　

大　

学　

校

総 合 教 育
新 任 消 防 長 ・ 学 校 長 科 1 1

幹 部 科 1 1

実 務 講 習 Ｎ Ｂ Ｃ コ ー ス 1 1

小 　 　 　 計 3 1 1 1

消　
　

防　
　

学　
　

校

初 任 教 育 9 9

専 科 教 育

警 防 科 4 4

予 防 査 察 科 2 2

火 災 調 査 科 2 2

救 急 科 5 5

救 助 科 5 1 4

幹 部 教 育 初 級 幹 部 科 2 2

特 別 教 育
通 信 指 令 科 2 2

救 命 士 養 成 補 助 教 育 3 3

小 　 　 計 34 8 5 21

ふ
く
し
ま
自
治
研
修
セ
ン
タ
ー

基 本 研 修

実 行 力 ア ッ プ 研 修 26 8 18

新 任 係 長 研 修 8 8

新 任 管 理 者 研 修 9 9

新 任 課 長 研 修 1 1

選 択 研 修

合 意 形 成 能 力 の 養 成 講 座 2 2

有 事 の 危 機 管 理 講 座 1 1
仕 事に役 立つ法 令 入 門 講 座

（ オ ン ラ イ ン ） 12 2 2 2 6

小 　 　 計 59 1 20 10 22 6

そ　
の　

他

救 急 救 命 士 養 成 研 修（ 東 京 研 修 所 ） 3 1 1 1

指 導 救 命 士 養 成 研 修（ 九 州 研 修 所 ） 2 2
市 町 村 職 員 中 央 研 修 所
法 令 実 務 能 力 の 向 上 Ａ（ 基 礎 ） 1 1

小 　 　 計 6 3 1 1 1

合 　 　 計 102 1 1 21 22 28 1 28
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７　職員資格取得状況	 （R5.4.1）

区　

分

階級別

種　別

合　

計

消
防
正
監

消

防

監

消
防
司
令
長

消
防
司
令

消
防
司
令
補

消
防
士
長

消
防
副
士
長

消

防

士

消　

防

大型自動車（第１種） 239 7 9 42 53 71 10 47 
大型自動車（第２種） 14 2 7 4 1 
中型自動車 16 2 9 2 3 
準中型自動車免許 1 1 
大型特殊自動車 22 1 9 5 6 1 
けん引自動車 3 1 1 1 
玉掛技能 80 4 18 21 24 2 11 
フォークリフト運転技能 5 1 1 1 2 
移動式クレーン運転取扱業務 5 3 2 
小型移動式クレーン運転技能 73 2 14 20 26 2 9 
小型船舶（５級以上） 37 2 5 16 13 1 
高圧ガス製造（乙種機械） 1 1 
高圧ガス製造（丙種化学特別科目） 25 3 11 8 3 
潜水士 66 1 6 12 21 17 2 7 
酸素欠乏硫化水素危険作業主任者 42 3 9 14 12 4 
アルミニウム熔接技能  
アーク熔接技能 3 2 1 
アセチレン熔接技能 1 1 
ガス熔接技能 10 1 2 3 3 1 

救　

急

救急隊員資格者 285 5 14 49 67 66 11 73 
救急救命士 124 2 6 18 32 39 5 22 
気管挿管実施救急救命士 66 2 6 18 26 14 
薬剤投与実施救急救命士 109 2 6 18 31 38 4 10 
指導救命士 7 1 4 2 
ブドウ糖溶液投与救急救命士 101 2 16 31 38 4 10 
応急手当指導員 405 7 19 68 99 105 16 91 
医科学　修士 1 1 

予　

防

危険物取扱者（甲種） 5 1 1 3 
危険物取扱者（乙種） 193 1 21 34 54 67 2 14 
危険物取扱者（丙種） 16 2 7 3 2 2 
毒劇物取扱者 3 1 1 1 
消防設備士（甲種） 30 4 8 12 6 
消防設備士（乙種） 50 3 10 10 10 12 1 4 
消防設備点検資格者第一種 1 1 
消防設備点検資格者第二種 1 1 
予防技術検定（防火査察） 60 2 1 11 19 16 2 9 
予防技術検定（消防用設備等） 18 2 1 2 5 8 
予防技術検定（危険物） 19 1 2 3 5 7 1 

通　

信

第一級　陸上特殊無線技士 30 1 4 13 12
第二級　陸上特殊無線技士（特殊乙も含む） 82 5 9 31 23 14
第三級　陸上特殊無線技士 308 1 10 33 63 87 16 98

そ
の
他

第１種衛生管理者 7 5 2 
特定化学物及び四アルキル鉛等作業主任者 32 2 7 11 10 2 
第一種　自家用発電設備専門技術者 1 1 
ボイラー技士（２級） 5 2 1 1 1 
ボイラー技能 4 1 1 2 
有機溶剤作業主任者 1 1 
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８　消防組合財産状況
⑴　公有財産
（ア）建　　物	 （R5.4.1）

区　　分 延床面積（㎡） 備　　考

建　物 行政財産 14,131.62 消防施設

（イ）消防施設
消防施設名 建築年月 延床面積

（㎡） 建物構造 備　考

消防本部・郡山消防署庁舎 平成11年３月 6,947.31 鉄骨鉄筋コンクリート造
地下1階、地上6階建て

主訓練塔333.64㎡
副訓練塔274.93㎡
駐輪場12.96㎡を含む

大 槻 基 幹 分 署 庁 舎 昭和49年３月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

喜 久 田 基 幹 分 署 庁 舎 昭和52年３月 409.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て  車庫36.00㎡を含む

熱 海 分 署 庁 舎 昭和50年11月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て 　

日 和 田 分 署 庁 舎 昭和63年３月 395.52 鉄筋コンクリート造
平屋建て

田 村 分 署 庁 舎 昭和60年２月 297.87
鉄骨造

一部コンクリート
ブロック平屋建て

安 積 分 署 庁 舎 昭和50年３月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

湖 南 分 署 庁 舎 昭和56年２月 336.75 鉄筋コンクリート造
平屋建て ボイラー室8.00㎡を含む

中 田 分 署 庁 舎 昭和57年６月 321.16 鉄筋コンクリート造
平屋建て

ボイラー室8.00㎡
ポンプ室4.41㎡を含む

富 久 山 分 署 庁 舎 令和元年10月 641.62 鉄骨造平屋建て  訓練塔20.0㎡を含む

針 生 救 急 所 庁 舎 昭和54年３月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

田 村 消 防 署 庁 舎 平成29年６月 1,703.43
鉄筋コンクリート

一部鉄骨造
一部２階建て

訓練塔145.95㎡
車庫76.72㎡

駐輪場5.04㎡
ＬＰＧ収納庫1.87㎡を含む

三 春 分 署 庁 舎 昭和49年３月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

小 野 分 署 庁 舎 昭和49年３月 383.92 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

無線通信用局舎
10.67㎡を含む

滝 根 分 署 庁 舎 昭和52年３月 373.25 鉄筋コンクリート造
一部２階建て

都 路 分 署 庁 舎 昭和55年３月 296.30 鉄筋コンクリート造
平屋建て

倉庫5.00㎡
倉庫6.30㎡を含む

大 越 分 遣 所 庁 舎 平成16年３月 158.99 木造平屋建て

合 　 　 計 14,131.62
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⑵　物　　品

・	消防ポンプ自動車	 13 台
・	水槽付消防ポンプ自動車	 ４台
・	化学消防ポンプ自動車	 ２台
・	屈折はしご付消防自動車	 １台
・	はしご付消防自動車	 １台
・	救助工作車	 ３台
・	小型動力ポンプ付水槽車	 １台
・	指揮隊車	 １台
・	救急自動車	 20 台
・	指令車	 16 台
・	支援車	 １台
・	火災調査車	 １台
・	普通乗用車	 １台
・	防火広報車	 １台
・	資機材搬送車（普通）	 １台
・	高度救命処置シミュレーター	 ２器
・	画像探索機Ⅰ型	 １式
・	画像探索機Ⅱ型	 ２式
・	地震警報器	 １式
・	水上バイク	 １艇
・	エアーテント	 １張
・	地震体験装置	 １式
・	煙体験装置	 １式
・	模擬消火訓練装置	 １台
・	ブロンズ像「愛の光」	 １体
・	ハンドルラック	 １組
・	ホース乾燥機	 １台
・	機器収納架	 １組
・	AVコントロール卓	 １組
・	移動式コンプレッサー	 １式
・	台帳ロッカー移動式	 １式
・	MDF（主配線盤）	 １式
・	ｅメール指令設備	 １式
・	サーバー	 １式

・	ショートメッセージ端末	 １式
・	ネットワークセキュリティ	 １式
・	移動無線設備伝送装置	 １式
・	遠隔制御装置	 4 式
・	音声合成装置	 １式
・	可搬型無線機	 12 台
・	回線制御装置	 １式
・	基地局無線設備	 4 式
・	気象情報収集装置	 １式
・	空中線系設備	 １式
・	現場映像送信装置	 2 式
・	交流系電源装置	 １式
・	災害情報等表示設備	 １式
・	指揮台	 １式
・	指令制御装置	 １式
・	指令台	 １式
・	支援情報システムサーバー	 １式
・	車載端末装置	 54 台
・	署所端末装置	 18 台
・	消防ネットワーク及び管理装置	 １式
・	多重無線設備	 １式
・	卓上型固定移動局無線設備	 19 式
・	長時間録音装置	 １式
・	直流系電源装置	 １式
・	避雷設備	 １式
・	非常用指令設備	 １式
・	非常用発電機	 １式
・	非常用発動発電機	 31 台
・	表示盤	 １式
・	無線統制台	 １式
・	無線避雷設備	 １式
・	無停電電源装置	 １式
・	高所カメラ	 １式
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９　令和５年度一般会計当初予算
⑴　歳　入	 （単位：千円）

款 令和５年度予算額 令和４年度予算額 比　　較 構成率

1 分担金及び負担金 4,261,317 4,197,077 64,240 95.8%

2 使用料及び手数料 4,344 6,243 △1,899 0.1%

3 国 庫 支 出 金 26,532 18,617 7,915 0.6%

4 県 支 出 金 1,451 2,184 △733 0.1%

5 財 産 収 入 561 552 9 0.0%

6 繰 入 金 109,776 103,883 5,893 2.5%

7 繰 越 金 10,000 10,000 0 0.2%

8 諸 収 入 5,595 7,215 △1,620 0.1%

9 組 合 債 27,600 317,600 △290,000 0.6%

歳   入   合   計 4,447,176 4,663,371 △216,195 100%

⑵　歳　出	 （単位：千円）

款 令和５年度
予 算 額

令和４年度
予 算 額 比　較

本年度予算額の財源内訳

構成率
特定財源

一般財源国・県
支出金 組合債 その他

1 議 会 費 568 1,678 △1,110 568 0.0%

2 総 務 費 169,531 182,688 △13,157 53 169,478 3.8%

3 消 防 費 4,067,504 4,224,731 △157,227 27,983 27,600 139,341 3,872,580 91.5%

4 公 債 費 191,573 236,274 △44,701 116,581 74,992 4.3%

5 予 備 費 18,000 18,000 18,000 0.4%

歳出合計 4,447,176 4,663,371 △216,195 27,983 27,600 255,975 4,135,618 100%

10　構成市町普通分担金（過去５年間の予算額の推移）	 （単位：千円）
郡　山　市 田　村　市 三　春　町 小　野　町 合　計

令和元年度 3,024,601 725,168 203,132 165,099 4,118,000

令和２年度 2,978,810 725,569 200,092 162,529 4,067,000

令和３年度 2,993,268 715,690 199,841 162,201 4,071,000

令和４年度 2,989,909 706,766 195,850 158,475 4,051,000

令和５年度 3,023,148 737,714 200,603 162,535 4,124,000





第 2 章

予 防



― 46 ―

１　月別火災発生状況

月別火災発生件数及び損害額　	 （単位：件、千円）
市町

月別

令和４年
令和３年
（Ｂ）

増　減
（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）郡山市 田村市 三春町 小野町 合　計 

（A）

１月 件　数 3 2 5 12 △ 7
損害額 11,227 6,684 17,911 57,181 △ 39,270

２月 件　数 7 3 1 11 21 △ 10
損害額 18,166 14,305 1,436 33,907 11,441 22,466

３月 件　数 12 2 14 10 4
損害額 23,890 4,934 28,824 11,976 16,848

４月 件　数 13 2 1 16 16
損害額 58,801 4 10 58,815 7,122 51,693

５月 件　数 7 1 1 9 6 3
損害額 19,572 3,006 22,578 2,017 20,561

６月 件　数 7 7 7
損害額 21,662 21,662 1,336 20,326

７月 件　数 2 2 1 1
損害額 960 960 960

８月 件　数 5 5 8 △ 3
損害額 1,338 1,338 348 990

９月 件　数 6 6 3 3
損害額 10,062 10,062 2,762 7,300

10月 件　数 6 1 7 13 △ 6
損害額 13,970 433 14,403 32,827 △ 18,424

11月 件　数 11 2 2 15 5 10
損害額 83,613 205 83,818 6,682 77,136

12月 件　数 6 1 7 11 △ 4
損害額 59,493 59,493 12,620 46,873

計 件　数 85 11 4 4 104 113 △ 9
損害額 322,754 28,929 437 1,651 353,771 146,312 207,459
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２　市町別火災発生状況

区　　分 令和４年 令和３年
（Ｂ）

増　減
（Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）郡山市 田村市 三春町 小野町 合計（A）

出火件数合計（件） 85 11 4 4 104 113 △ 9
建 物 48 7 1 2 58 69 △ 11
林 野 3 1 1 5 9 △ 4
車 両 10 2 12 14 △ 2
そ の 他 24 3 2 29 21 8

焼損棟数（棟） 90 9 2 4 105 104 1
全 焼 32 4 1 2 39 34 5
半 焼 3 3 6 7 △ 1
部 分 焼 26 2 1 1 30 24 6
ぼ や 29 1 30 39 △ 9

延焼棟数（棟） 42 2 1 2 47 36 11
全 焼 13 1 1 15 10 5
半 焼 2 1 3 4 △ 1
部 分 焼 14 1 1 16 14 2
ぼ や 13 13 8 5

建物焼損面積（㎡） 4,310 736 46 95 5,187 3,183 2,004
建物焼損表面積（㎡） 276 276 97 179
林野焼損面積（a） 292 10 5 3 310 400 △ 90
死　者（人） 3 1 1 5 9 △ 4
負傷者（人） 18 2 1 21 15 6
り災世帯（世帯） 50 4 2 56 50 6

全 損 18 2 1 21 15 6
半 損 3 1 4 4
小 損 29 1 1 31 31

り災人数（人） 103 10 3 116 126 △ 10
損害額（千円） 322,754 28,929 437 1,651 353,771 146,312 207,459

建 物 262,348 28,929 433 1,441 293,151 132,326 160,825
林 野 79 79 156 △ 77
車 両 52,305 210 52,515 11,564 40,951
そ の 他 8,022 4 8,026 2,105 5,921

（ 爆 発 ） 161 △ 161
出火率※（件） 2.71 2.92 △ 0.21
※ 出火率：	人口１万人あたりに対する１年間の火災発生件数（小数第３位四捨五入）
	 なお、令和４年については、令和４年12月１日現在の人口（人）を基準とした。 
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３　市町別・原因別火災発生状況

市 町
原 因 郡山市 田村市 三春町 小野町 計

�た き 火 12 1 3 16
放 火 ・ 放 火 の 疑 い 12 3 15
電 気 機 器 11 3 1 15
電 気 配 線 　（ ※ １ ） 7 2 9
た ば こ 8 8
ス ト ー ブ 6 6
排 気 管 　 （ ※ ２ ） 4 1 1 6
煙 突 ・ 煙 道 2 2
こ ん ろ 1 1
こ た つ 1 1
マ ッ チ ・ ラ イ タ ー 1 1
そ の 他 　 （ ※ ３ ） 20 1 1 2 24

合 　 計 85 11 4 4 104
※１　電灯・電話等の配線及び配線器具を合算
※２　車両マフラーなど
※３　上記に含まれない原因の合算

４　署所別火災発生状況

区　　分 令和４年 令和３年 対前年比
件数 損害額（千円） 死者 傷者 件数 損害額 （千円） 死者 傷者 件数 損害額 （千円） 死者 傷者

郡
山
消
防
署
管
内

郡 山 15 6,808 3 25 10,523 2 3 △ 10 △ 3,715 △ 2 0
大 槻 18 45,794 8 12 12,046 4 3 6 33,748 △ 4 5
喜久田 11 45,990 1 1 5 1,295 6 44,695 1 1
熱 海 3 108 4 616 1 △ 1 △ 508 0 △ 1
日和 田 7 3,731 8 5,670 2 1 △ 1 △ 1,939 △ 2 △ 1
田 村 8 22,264 4 9 28,913 △ 1 △ 6,649 0 4
安 積 7 144,528 1 6 223 1 1 144,305 0 0
湖 南 3 19,892 1 1 90 2 19,802 1 0
中 田 3 20,530 1 5 23,713 △ 2 △ 3,183 0 1
富久山 6 6,560 1 5 4,625 1 1 1,935 0 0
針 生 4 6,549 3 2,572 1 1 3,977 0 △ 1

小　計 85 322,754 3 18 83 90,286 9 10 2 232,468 △ 6 8

田
村
消
防
署
管
内

田 村 8 23,799 1 11 13,097 1 △ 3 10,702 1 △ 1
三 春 4 437 1 7 23,408 2 △ 3 △ 22,971 0 △ 1
小 野 4 1,651 1 4 916 1 0 735 1 △ 1
滝 根 1 3,006 1 2 3,218 △ 1 △ 212 0 1
都 路 2 2,124 1 1 1 2,124 0 1
常 葉 3 15,387 1 △ 3 △ 15,387 0 △ 1
大 越 2 △ 2 0 0 0

小 　 計　 19 31,017 2 3 30 56,026 5 △ 11 △ 25,009 2 △ 2
合 　 計 104 353,771 5 21 113 146,312 9 15 △ 9 207,459 △ 4 6
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５　建築物用途別出火件数

６　市町別建築物用途別出火件数	 （R4.12.31）

市町
用途 郡山市 田村市 三春町 小野町 合計

建　
　
　

物

居
住
専
用

居 住 27 3 2 32 

付 属 別 棟      

小 計 27 3  2 32 

居
住
産
業
併
用
建
築
物

農 林 水 産  

鉱 工 業  

商 業  

サ ー ビ ス  

そ の 他 1 1 

小 計 1    1 

産
業
用
建
築
物

事 務 所 1 1 

店 舗 2 2 

工 場・作 業 場 4 1 5 

倉 庫 3 1 4 

そ の 他 10 2 1 13 

小 計 20 4 1  25 

合 計 48 7 1 2 58 

建
物
以
外

林 野 3 1 1 5 

車 両 10 2 12 

そ の 他 24 3 2 29 

小 　 計 37 4 3 2 46 

合 　 計 85 11 4 4 104 
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７　時間別火災発生状況

８　曜日別火災発生状況

９　火災による死傷者の推移

月 火 水 木 金 土 日

令和４年 令和３年（件）

10

16

26

15
10 10

17

11
14

11
14

29

17 17
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10　階層別防火対象物	 （R5.3.31）
階層

項目　　　対象物

地
下
１

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
13
以
上

合　

計

1 イ 劇 場 ・ 映 画 館 等  5 6 6 2          19 
ロ 公 会 堂 ・ 集 会 場  199 122 11 2 2 1        337 

2

イ キ ャ バ レ ｰ ・ カ フ ェ ー 等    1  1         2 
ロ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ｰ ル  18 24    1        43 

ハ 風 営 法に規 定する性 風 俗 関 連 特 殊 営
業を営む店舗その他これらに類するもの   1  1          2 

ニ カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス・ 物 品 を 個 室
に お い て 客 に 利 用 さ せ る 店 舗  1 5 2 1          9 

3 イ 待 合 ・ 料 理 店 等    1 1          2 
ロ 飲 食 店  151 95 15 10 6 1        278 

4 百 貨 店 ・ マ ｰ ケ ッ ト 等  486 220 15 10          731 

5 イ 旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所 等  43 73 21 8 8 3 3  4 6 2 1 1 173 
ロ 寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅  30 3,711 704 290 105 49 38 35 12 17 9 14 39 5,053 

6

イ

⑴ 次のいずれにも該当する病院（火災発生時の延
焼を抑制するための消火活動を適切に実施する
ことができる体制を有するものとして総務省令で
定めるものを除く。）
ⅰ診療科名中に特定診療科名（内科、整形

外科、リハビリテーション科その他の総務省
令で定める診療科名をいう。⑵ⅰにおいて同
じ。）を有すること。

ⅱ医療法（昭和二十三年法律第二百五号）
第七条第二項第四号に規定する療養病床
又は同項第五号に規定する一般病床を有
すること。

 3 1 5 7 6 5 2 3      32 

⑵ 次のいずれにも該当する診療所 
ⅰ診療科名中に特定診療科名を有すること。
ⅱ四人以上の患者を入院させるための 
　施設を有すること。

 1 4  1          6 

⑶ 病院（⑴に掲げるものを除く。）、患者を入
院させるための施設を有する診療所（⑵に
掲げるものを除く。）又は入所施設を有す
る助産所

 3 8 7 2 3 1        24 

⑷ 患者を入院させるための施設を有しない診療
所又は入所施設を有しない助産所  50 148 16 1 1   1      217 

ロ

⑴ 老人短期入所施設その他これらに類する施設  58 83 8 9 1         159 
⑵ 救 護 施 設  1 1            2 
⑶ 乳 児 院                
⑷ 障 害 児 入 所 施 設    1           1 
⑸ 障害者支援施設その他これらに類する施設  5 3            8 

ハ

⑴ 老 人デイサービスセンターその他これらに類する施 設  41 39 1 1          82 
⑵ 更 正 施 設                
⑶ 助産施設その他これらに類する施設  61 55 1           117 
⑷ 児 童 発 達 支 援センターその他これらに類する施 設  10 12 2           24 
⑸ 身体障害者福祉センターその他これらに類する施設  33 45 3           81 

ニ 幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校  23 32 7           62 
7 小 学 校 ･ 中 学 校 ･ 高 等 学 校 等  132 160 127 32 16 2 2 1 1 1    474 
8 図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 等  3 9 2 1          15 

9 イ 公 衆 浴 場（ 蒸 気 浴 場 ･ 熱 気 浴 場 等 ）  2 5 1           8 
ロ 公 衆 浴 場（ 上 記 以 外 の 公 衆 浴 場 ）  8 2            10 

10 停 車 場 ・ 船 舶 等 の 発 着 場 等  2 1            3 
11 神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等  49 72 4 1          126 

12 イ 工 場 ・ 作 業 場  1,000 733 65 13 2 2        1,815 
ロ 映 画 ス タ ジ オ 等   2 1  1         4 

13 イ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場  79 25 3 3 1 2        113 
ロ 飛 行 機 等 の 格 納 庫                

14 倉 庫 1 876 498 35 7          1,417 
15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 1 745 1,153 220 54 28 9 8 7 8 2 2   2,237 

16 イ 特定防火対象物が存する複合用途対象物  118 706 264 82 43 30 15 9 5 2 3 1 4 1,282 
ロ 上 記 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物  53 614 268 46 26 21 12 3 2  2  1 1,048 

16の２ 地 下 街                
16の３ 準 地 下 街                

17 重 要 文 化 財 等 の 建 造 物  9 1 1           11 
18 ア ー ケ ー ド（ 延 長 5 0 m 以 上 ）  5             5 
19 市 町 村 長 の 指 定 す る 山 林                
20 総 務 省 令 で 定 め る 舟 車                

合　　計 2 4,303 8,669 1,818 585 250 127 80 59 32 28 18 16 45 16,032 
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11　市町別防火対象物	 （R5.3.31）
市　町

項目　　対象物
郡山市 田村市 三春町 小野町 合計

1
イ 劇 場 ・ 映 画 館 等 15 1 2 1 19 
ロ 公 会 堂 ・ 集 会 場 236 55 19 27 337 

2

イ キ ャ バ レ ｰ ・ カ フ ェ ー 等 2    2 
ロ 遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ｰ ル 38 4  1 43 

ハ 風営法に規定する性風俗関連特殊営業を営む店舗その他これらに類するもの 2    2 

ニ カ ラ オ ケ ボック ス・物 品 を 個 室 に お い て 客 に 利 用 さ せ る 店 舗 9    9 

3
イ 待 合 ・ 料 理 店 等 1  1  2 
ロ 飲 食 店 247 18 10 3 278 

4 百 貨 店 ・ マ ｰ ケ ッ ト 等 630 61 15 25 731 

5
イ 旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所 等 135 17 14 7 173 
ロ 寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅 4,826 139 45 43 5,053 

6

イ

⑴ 次のいずれにも該当する病院（火災発生時の延焼を抑制するための消火活動を適切に実
施することができる体制を有するものとして総務省令で定めるものを除く。）
ⅰ診療科名中に特定診療科名（内科、整形外科、リハビリテーション科その他の総務省

令で定める診療科名をいう。⑵ⅰにおいて同じ。）を有すること。
ⅱ医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第七条第二項第四号に規定す

る療養病床又は同項第五号に規定する一般病床を有すること。

30 1  1 32 

⑵

　

次のいずれにも該当する診療所
ⅰ診療科名中に特定診療科名を有すること。 
ⅱ四人以上の患者を入院させるための施設を有すること。

5 1   6 

⑶ 病院（⑴に掲げるものを除く。）、患者を入院させるための施設を有する診療所
（⑵に掲げるものを除く。）又は入所施設を有する助産所 22 1 1  24 

⑷ 患者を入院させるための施設を有しない診療所又は入所施設を有しない助産所 183 18 8 8 217 

ロ

⑴　老 人 短 期 入 所 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 121 21 11 6 159 
⑵　救 護 施 設 2    2 
⑶ 乳 児 院      
⑷　障 害 児 入 所 施 設 1    1 
⑸　障 害 者 支 援 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 6 2   8 

ハ

⑴ 老 人 デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 65 9 4 4 82 
⑵　更 正 施 設      
⑶　助 産 施 設 そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 104 9 3 1 117 
⑷　児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 20 3 1  24 
⑸　身 体 障 害 者 福 祉 セ ン タ ー そ の 他 こ れ ら に 類 す る 施 設 58 15 7 1 81 

ニ 幼 稚 園 又 は 特 別 支 援 学 校 57 4 1  62 
7 小 学 校 ･ 中 学 校 ･ 高 等 学 校 等 403 28 23 20 474 
8 図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 等 8 3 3 1 15 

9
イ 公 衆 浴 場 （ 蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 等 ） 6  2  8 
ロ 公 衆 浴 場 （ 上 記 以 外 の 公 衆 浴 場 ） 10    10 

10 停 車 場 ・ 船 舶 等 の 発 着 場 等 2   1 3 
11 神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 等 82 25 13 6 126 

12
イ 工 場 ・ 作 業 場 1,381 249 110 75 1,815 
ロ 映 画 ス タ ジ オ 等 4    4 

13
イ 自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場 94 12 4 3 113 
ロ 飛 行 機 等 の 格 納 庫      

14 倉 　 　 　 　 　 　 　 庫 1,119 156 71 71 1,417 
15 前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所 1,798 259 97 83 2,237 

16
イ 特 定 防 火 対 象 物 が 存 す る 複 合 用 途 対 象 物 1,126 86 49 21 1,282 
ロ 上 記 以 外 の 複 合 用 途 対 象 物 948 43 41 16 1,048 

16の2 地 下 街      
16の3 準 地 下 街      

17 重 要 文 化 財 等 の 建 造 物 5 3  3 11 
18 ア ー ケ ー ド （ 延 長 5 0 m 以 上 ） 5    5 
19 市 町 村 長 の 指 定 す る 山 林      
20 総 務 省 令 で 定 め る 舟 車      

合　　計 13,806 1,243 555 428 16,032 
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12　年度別火災予防条例に基づく各種届出状況	 （R5.3.31）

年度
種別

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

禁 止 行 為 の 解 除 承 認 申 請 171 135 78 80 125 

防 火 対 象 物 使 用 開 始（ 変 更 ）届 出 書 231 442 385 415 379 

火 を 使 用 す る 設 備 等 の 設 置 届 出 書 75 106 61 72 63 

電 気 設 備 設 置 届 出 書 99 114 168 132 141 

水素ガスを充てんする気球の設置届出書
火 災 と ま ぎ ら わ し い 煙 又 は 火 炎 を
発 す る お そ れ の あ る 行 為 の 届 出 書 282 333 265 357 343 

煙 火 打 上 げ ・ 仕 掛 け 届 出 書 244 237 93 100 118 

催 物 開 催 届 出 書 35 37 2 4 14 

水 道 断 水 ・ 減 水 届 出 書 63 10 15 1 6 

消 防 活 動 上 支 障ある行 為 等 の 届 出 書 58 132 94 96 407 

露 店 等 の 開 設 届 出 書 328 313 59 91 211 

少量危険物・指定可燃物貯蔵（取扱い）届出書 76 88 120 77 55 
少 量 危 険 物 ・ 指 定 可 燃 物
貯 蔵 （ 取 扱 い ） 廃 止 届 出 書 42 28 61 47 33 

指 定 洞 道 等 届 出 書（ 新 規・変 更 ）

タ ン ク の 水 張 り 検 査 等 申 請 書 1 2 4 

合　　計 1,705 1,977 1,401 1,476 1,895 

13　年度別火災予防条例以外の各種届出等状況	 （R5.3.31）

年度
種別

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

防 火 管 理 者 選 任（ 解 任 ）届 出 書 781 823 726 826 882 

消防計画作成（変更）届出書（防火管理に係る） 1,195 1,253 1,288 1,370 1,279 

防 災 管 理 者 選 任（ 解 任 ）届 出 書 8 7 37 3 1 

消防計画作成（変更）届出書（防災管理に係る） 2 7 4 7 

自 衛 消 防 組 織 設 置（ 変 更 ）届 出 書 8 10 38 10 7 

消 火 設 備 412 484 463 287 379 

警 報 設 備 650 833 709 554 679 

避 難 設 備 312 352 340 326 444 

消 火 活 動 上 必 要 な 施 設 14 22 13 7 8 

意 見 書 交 付 申 請 2 1 1 
圧 縮 ア セ チ レ ン ガ ス 等 の 貯 蔵

（ 取 扱 い ）開 始（ 廃 止 ）届 出 書 66 102 146 179 101 

合　　計 3,450 3,894 3,764 3,570 3,780 
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14　年度別証明書等交付件数	 （R5.3.31）

15　市町別危険物施設	 （R5.3.31）
市町

施設
郡山市 田村市 三春町 小野町 合　計

製 造 所 24 1 10 3 38 

貯
蔵
所

屋 内 貯 蔵 所 205 18 25 16 264 

屋 外 タン ク 貯 蔵 所 134 8 22 5 169 

屋 内 タン ク 貯 蔵 所 29 1 30 

地 下 タン ク 貯 蔵 所 260 29 18 19 326 

簡 易 タン ク 貯 蔵 所

移 動 タン ク 貯 蔵 所 295 25 11 8 339 

屋 外 貯 蔵 所 45 3 1 5 54 

小　　計 968 84 77 53 1,182 

取
扱
所

給 油 取 扱 所 178 38 6 12 234 

う ち セ ル フ 型 41 6 1 4 52 

販 売 取 扱 所 8 8 

一 般 取 扱 所 163 37 20 12 232 

小 　 　 　 計 349 75 26 24 474 

合　　計 1,341 160 113 80 1,694 
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16　年度別危険物施設認可・再交付・各種届出状況	 （R5.3.31）
年度

種別
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度

予 防 規 程 制 定（ 変 更 ）認 可 申 請 3 27 26 16 18

危 険 物 保 安 統 括 管 理 者 選 任・解 任 届

危 険 物 保 安 監 督 者 選 任・解 任 届 106 85 89 142 97

譲 渡 引 渡 し 届 17 9 9 15 10

品 名 、数 量 又は指 定 数 量の倍 数 変 更 届 22 37 36 38 36

完 成 検 査 済 証 等 再 交 付 申 請 2 1 4 1 4

許 可 書 等 再 交 付 申 請 2 2 3 1 1

廃 止 届 38 57 57 42 36

合　　計 190 218 224 255 202

17　倍数別危険物施設	 （R5.3.31）

施設

倍数

製
　

造
　

所

貯　蔵　所 取　扱　所

合　
　
　
　

計

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
外
貯
蔵
所

小

計

給
油
取
扱
所

販
売
取
扱
所

一
般

取

扱

所

小

計

５ 倍 以 下 4 119 32 21 179 226 14 591 9 2 96 107 702 

５ 倍 を 超 え
～ 1 0 倍 以 下 4 57 20 8 78 13 14 190 10 3 47 60 254 

10～50 10 35 53 1 52 20 26 187 71 3 70 144 341 

50～100 12 16 19 10 70 115 26 7 33 160 

100～150 3 25 2 2 10 39 21 1 22 64 

150～200 2 11 1 14 38 2 40 54 

200～1,000 4 6 19 3 28 59 6 65 97 

1,000～5,000 1 2 9 1 12 1 1 14 

5,000～10,000 1 3 4 1 1 5 

1 0 , 0 0 0 倍 を
超 え る も の 1 1 2 1 1 3 

合　　計 38 264 169 30 326 339 54 1,182 234 8 232 474 1,694 
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18　年度別危険物施設許可等処理状況	 （R5.3.31）
施設別	 年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

製 造 所

設 置 許 可 2 1 
変 更 許 可 19 11 12 19 11 
設 置 完 成 1 1 1 
変 更 完 成 20 13 10 16 16 
仮使用承認 18 10 8 17 12 

屋 内 貯 蔵 所

設 置 許 可 5 3 5 13 7 
変 更 許 可 2 3 5 4 
設 置 完 成 5 3 3 1 9 
変 更 完 成 2 2 1 16 3 
仮使用承認 2 1 4 

屋 外 タ ン ク 貯 蔵 所

設 置 許 可 2 2 1 1 
変 更 許 可 4 8 5 6 3 
設 置 完 成 2 2 2 1 
変 更 完 成 3 7 5 5 3 
仮使用承認 2 1 

屋 内 タ ン ク 貯 蔵 所

設 置 許 可 1 
変 更 許 可 1 
設 置 完 成 1 
変 更 完 成 1 
仮使用承認 1 

地 下 タ ン ク 貯 蔵 所

設 置 許 可 2 2 1 1 
変 更 許 可 3 4 1 3 
設 置 完 成 2 1 2 2 
変 更 完 成 4 4 1 2 
仮使用承認 1 

簡 易 タ ン ク 貯 蔵 所

設 置 許 可
変 更 許 可
設 置 完 成
変 更 完 成
仮使用承認

移 動 タ ン ク 貯 蔵 所

設 置 許 可 12 16 11 10 4 
変 更 許 可 28 20 17 14 16 
設 置 完 成 12 16 10 11 4 
変 更 完 成 31 18 18 13 16 
仮使用承認

屋 外 貯 蔵 所

設 置 許 可 1 1 1 4 
変 更 許 可 3 
設 置 完 成 1 1 1 
変 更 完 成 3 
仮使用承認 2 

給 油 取 扱 所

設 置 許 可 2 2 1 1 
変 更 許 可 32 60 59 19 30 
設 置 完 成 2 2 2 
変 更 完 成 31 59 58 21 27 
仮使用承認 27 52 53 15 22 

販 売 取 扱 所

設 置 許 可
変 更 許 可
設 置 完 成
変 更 完 成
仮使用承認

一 般 取 扱 所

設 置 許 可 4 4 1 4 
変 更 許 可 32 39 35 29 17 
設 置 完 成 2 2 5 3 3 
変 更 完 成 28 36 32 31 18 
仮使用承認 26 36 30 31 14 

合 計

設 置 許 可 26 29 26 27 20 
変 更 許 可 120 149 128 93 84 
設 置 完 成 27 26 26 21 16 
変 更 完 成 119 143 124 103 85 
仮使用承認 74 102 91 69 49 

完 成 検 査 前 検 査 （ 水 圧 ） 3 3 6 2 1 
完 成 検 査 前 検 査 （ 水 張 ） 2 12 8 1 5 
仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱 承 認 4 5 6 4 3 
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１　車両種別保有状況	 （R5.4.1）

２　車両配置状況	 （R5.4.1）

所属

車両

消
防
本
部

郡山消防署管内 田村消防署管内
合　
　

計

郡
山
消
防
署

分署等 田
村
消
防
署

分署等
大

槻

喜
久
田

熱

海

日
和
田

田

村

安

積

湖

南

中

田

富
久
山

針

生
移
三

春

小

野

滝

根

都

路

大

越

消 防 ポ ン プ 自 動 車 2 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 13
水槽付消防ポンプ自動車 1 1 1 1 4
化 学 消 防 ポンプ 自 動 車 2 2
小型動力ポンプ付 水槽車 1 1
梯 子 付 消 防 自 動 車 2 2
救 助 工 作 車 1 1 1 3
資 機 材 搬 送 車 3 1 4
ボ ー ト ト レ ー ラ ー 1 1
マ イ ク ロ バ ス 1 1
救 急 自 動 車 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 20
指 令 車 3 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 18
指 揮 車 1 1
火 災 調 査 車 1 1
支 援 車 1 1
無 線 中 継 車 1 1
連 絡 車 等 7 7
合 計 10 17 3 4 3 3 3 3 3 3 3 2 9 1 3 3 3 3 1 80
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３　消防車両出動状況	 （R4.12.31）

出動
回数

出　動 
延人員

出　動
延車両

車　　　両　　　別

ポンプ車 タンク車 化学車 救助
工作車 広報車 その他の

車両
火災 89 1,792 516 143 111 57 39 27 139 

うち林野火災 3 72 21 7 5 2  2 5 
風水害等の災害 9 36 9 4 2 2 1 
捜索	 ※１
誤報等 62 578 153 38 34 30 15 4 32 

そ
の
他
の
出
動

警察との協力	 ※２
焼跡処理	 ※３
公共作業	 ※４
危険排除	 ※５ 65 400 115 15 23 25 4  48
後方支援	 ※６ 408 2,913 848 204 116 52 48 10 418 
ヘリポート確保 46 242 77 18 5 1 4 15 34 
その他	 ※７ 170 1,052 286 66 51 62 13 6 88 

小　　計 689 4,607 1,326 303 195 140 69 31 588 
合　　　計 849 7,013 2,004 488 342 229 124 62 759 

※１　山岳遭難、水難、航空機又は船舶の遭難に出動したもの。
※２　水難事故等で時間経過から死亡が確定的となっている場合に出動したもの。
※３　火災鎮火後、時間をおいて警戒に出動したもの。
※４　側溝等の排水作業、強風時の粉塵拡散防止作業に出動したもの。
※５　ガソリン等が流出し、二次災害防止及び流水汚染防止のため回収、除去作業等に出動したもの。
※６　救急出動や救助出動に伴い後方支援のために出動したもの。
※７　「その他の出動」の各項目以外の内容で出動したもの。

４　一般業務出向状況	 （R4.12.31）

出向
回数

出　向 
延人員

出　向 
延車両

車　　　　両　　　　別

ポンプ車 タンク車 化学車 救　助 
工作車 広報車 その他 

の車両
演習訓練	 ※１ 2,765 11,192 2,471 630 414 87 293 165 882 
広報・指導	 ※２ 842 2,591 897 106 55 76 70 270 320 
警防調査	 ※３ 2,711 6,847 2,771 238 85 69 106 818 1,455 
火災原因調査	 ※４ 180 787 241 45 29 7 6 97 57 
特別警戒	 ※５ 3,508 9,573 3,605 240 242 45 136 848 2,094 
予防査察	 ※６ 1,959 5,873 2,020 319 83 67 154 446 951 

合　計 11,965 36,863 12,005 1,578 908 351 765 2,644 5,759 
※１　関係機関と合同で行う演習訓練で消防車両が出向したもの及び消防機関単独で訓練したもの。
※２　住民等が行う消防訓練に対して指導したもの。（消防操法指導を含む）　
※３　地水利、危険区域、対象物調査等したもの。
※４　火災の原因、損害調査したもの。
※５　火災警報発令時、火災期、台風時、花火大会、祭礼等における火災等の警戒したもの。
※６　消防法令により、消防用設備の設置について規制される対象建物の立入調査したもの。
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５　各種協定
　本組合の消防力のみでは、対処し難い大規模災害や本組合境界付近で発生した災害等に
対し、円滑有効な消防活動を実施し、被害を最小限にとどめるため、下表のとおり応援協定を
締結し、消防力の効率的な運用を図っています。

⑴　相互応援協定
名　　称 締結年月日 締　結　先 応援内容

消防相互
応援協定

昭和48年12月1日
双葉地方広域市町村圏組合消防本部
安達地方広域行政組合消防本部
須賀川地方広域消防本部
白河地方広域市町村圏消防本部

火　災

救　急

その他の災害昭和49年1月1日 会津若松地方広域市町村圏整備組合消防本部

昭和49年8月6日 いわき市消防本部

⑵　高速道路応援協定
名　　称 締結年月日 締　結　先 応援内容

東北自動車道
消防相互応援協定 平成2年4月1日

須賀川地方広域消防本部
安達地方広域行政組合消防本部
白河地方広域市町村圏消防本部
福島市消防本部

火　災

救　急

その他の災害

磐越自動車道
消防相互応援協定 平成8年10月17日

安達地方広域行政組合消防本部
会津若松地方広域市町村圏整備組合消防本部
いわき市消防本部
喜多方地方広域市町村圏組合消防本部

あぶくま高原道路
消防相互応援協定 平成23年3月26日 須賀川地方広域消防本部

白河地方広域市町村圏消防本部

⑶　福島空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定
名　　称 締結年月日 締結先 内　　容

福島空港及びその周辺
における消火救難活動
に関する協定

平成5年3月20日 福島県 航空及びその周辺における航空機に関する火災、そ
の他の災害に際して被害の防止又は軽減を図る。
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⑷　大規模災害等の応援協定
名　　称 締結年月日 締　結　先 内　　容

福島県広域消防
相互応援協定 平成9年12月26日 県内消防本部

大規模及び特殊な災害が発生し又は発生するおそれ
のある場合、消防本部が相互に応援体制を確立有効
に対処する。

福島県広域消防相互応
援協定に基づく避難指
示区域内の広域応援隊
活動方針

平成25年10月31日 県内消防本部

東京電力福島第一原子力発電所で発生した事故に伴
い設定された、避難指示区域内における福島県消防広
域応援隊の活動方針を定め、災害が発生し又は発生す
るおそれのある場合、消防本部が相互に応援体制を確
立し有効に対処する。

福島県広域消防相互応
援協定に基づく東京電力
福島第一原子力発電所
での多数傷病者発生時
における広域応援隊の
活動方針

平成25年10月31日 県内消防本部
東京電力福島第一原子力発電所で多数傷病者が発
生し、双葉地方広域市町村圏組合消防本部の搬送能
力を超えた救急搬送が生じた場合、消防本部が相互に
応援体制を確立し有効に対処する。

⑸　火災原因調査に係る相互応援協定
名　　　　称 締結年月日 締　結　先 内　　容

火災原因調査に係る
相互応援協定 平成11年12月27日 県内消防本部

大規模火災及び相互応援体制による原
因調査が必要と認める特異火災発生時に
有効に対処する。

⑹　建設機械等の貸借に関する協定書
名　　　　称 締結年月日 締　結　先 内　　容

建設機械等の貸借
に関する協定書 平成14年９月吉日 福島建機株式会社

地震、水火災等の災害及び事故並びに訓
練の際に建設機械等を借受けすることに
関すること。

消防活動等の協力に
関する協定書 令和２年６月16日 Ｃｒｅａｔｉｖｅ有限会社

地震、水火災等の災害及び事故並びに訓
練の際に大型レッカー車等を活用し消防
活動等への協力。

⑺　ドローン等に係わる連携協力に関する協定書
名　　　　称 締結年月日 締　結　先 内　　容

ドローンに係わる連携
協力に関する協定書 平成29年12月20日 株式会社

スペースワン
火災、地震、風水害その他の災害時や訓
練など、ドローンの運用について相互の連
携強化を図る。

ドローン等の産業用
ロボットに係わる連携
協力に関する協定書

平成30年2月1日
イームズ

ロボティスク
株式会社

火災、地震、風水害その他の災害時や訓
練など、ドローン等の産業ロボットの運用に
ついて相互の連携強化を図る。
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６　消防水利の現有数	 （R4.12.31）

消防水利現有数
耐震性
貯水槽 合　　計公設消火栓 公設防火水槽 小　計

40㎥未満 40㎥以上
郡 山 市 3,597 76 408 484 15 4,096 
田 村 市 493 367 208 575 1,068 
三 春 町 303 19 226 245 6 554 
小 野 町 163 34 45 79 242 
合 計 4,556 496 887 1,383 21 5,960 

●耐震性貯水槽
１　大規模な地震などの災害時に、飲料水の確保と火災時には消火用として活用できる水槽です。
２　この貯水槽は、水道管を太くした形で普段は常にきれいな水が流れています。
３　地震で配水管が壊れた場合、自動的に弁が作動し、水槽内の水が飲料水として確保されます。
４　貯水槽１基（50㎥）で、約 16,000 人分の一日分の飲料水を確保できます。

○郡山市	 希望ヶ丘団地	 100㎥
	 芳賀小学校	 50㎥
	 四ッ長公園	 50㎥
	 行健小学校	 50㎥
	 開成山公園	 50㎥
	 酒蓋公園	 50㎥
	 香久池公園	 50㎥
	 西部公園	 50㎥
	 西ノ内公園	 50㎥
	 緑ヶ丘ふれあいセンター	 50㎥
	 郡山消防署	 50㎥

○郡山市	 荒井中央公園	 50㎥
	 郡山駅西口広場	 50㎥
	 21 世紀記念公園	 50㎥
	 芳山公園	 50㎥
○三春町	 みはる交流館まほら	 80㎥
	 役場東側駐車場	 100㎥
	 若松屋駐車場	 80㎥
	 旧ヨークベニマル跡地
	 　　　　　　　（中町）	 80㎥
	 三春中学校駐車場	 80㎥
	 平沢工業団地	 40㎥
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１　署所別救急出動件数及び搬送人員	 （R4.12.31）

種別

署所

合　
　

計

救　　急　　事　　故　　種　　別

火

災

自
然
災
害

水

難

交

通

労
働
災
害

運
動
競
技

一
般

負

傷

加

害

自
損
行
為

急

病

そ　の　他

転
院
搬
送

医
師
搬
送

資
材
搬
送

そ
の
他

郡

山

消

防

署

郡 山
消 防 署

2,690 14 155 30 13 280 12 29 1,892 206 8 7 44 
2,264 4 129 28 13 256 8 19 1,601 206    

大 槻
基 幹 分 署

1,911 13 105 8 13 217 4 15 1,421 113 2 
1,743 2 103 8 12 198 3 15 1,289 113  

喜 久 田
基 幹 分 署

1,561 9 89 15 8 184 7 18 1,105 104 1 1 20 
1,421 1 88 13 7 175 5 14 1,015 103    

熱 海
分 署

481 29 4 12 67 3 335 28 3 
453 26 4 12 66  317 28  

日 和 田
分 署

837 1 56 13 2 101 3 4 576 76 1 4 
770  57 12 2 94 3 2 524 76   

田 村
分 署

813 5 54 12 2 76 13 607 38 6 
728 1 54 12 2 72 7 542 38 

安 積
分 署

1,764 2 94 16 13 208 7 17 1,242 148 2 4 11 
1,558 82 16 13 190 4 12 1,093 148    

湖 南
分 署

240 19 3 1 44 1 3 149 14 6 
215 17 3 1 40 2 2 136 14  

中 田
分 署

454 2 1 30 2 1 71 5 316 20 6 
418   26 2 1 66 3 300 20  

富 久 山
分 署

1,946 4 2 1 104 9 5 260 13 23 1,333 175 3 2 12 
1,726 1 2 1 96 9 5 227 11 14 1,185 175    

針 生
救 急 所

2,443 13 121 20 14 302 7 23 1,724 184 6 8 21 
2,176 7 101 20 14 284 4 17 1,545 184    

田

村

消

防

署

田 村
消 防 署

994 2  1 38 10 5 126 5 9 660 133   5 
888   1 33 10 5 124 4 6 572 133    

三 春
分 署

788 1 1 41 5 2 105 1 5 548 70 1 8 
703   40 5 2 93 1 1 490 70  1 

小 野
分 署

466 1 16 6 3 60 1 8 315 54 2 
426  14 6 3 57 1 6 285 54  

滝 根
分 署

316 12 2 45 2 229 25 1 
277 11 2 43 2 194 25  

都 路
分 署

112 5 2 15 2 85 2 1 
102 4 2 15  79 2  

大 越
分 遣 所

353 7 1 19 3 39 1 3 265 12 3 
311 3  22 3 38  1 232 12  

合　　計
18,169 73 2 6 987 160 94 2,200 62 182 12,802 1,402 21 23 155 
16,179 19 2 2 903 155 92 2,038 46 121 11,399 1,401   1 

上段：出動件数
下段：搬送人員
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２　月別・市町別（対前年比）救急出動件数	 （R4.12.31）
月

市町
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

郡山市

R4 1,188 979 1,191 1,130 1,172 1,237 1,385 1,540 1,200 1,261 1,384 1,447 15,114 

R3 1,083 1,092 1,113 1,087 1,026 1,084 1,271 1,250 1,019 1,154 1,116 1,248 13,543 

増減 105 △ 113 78 43 146 153 114 290 181 107 268 199 1,571

田村市

R4 168 117 115 137 137 136 135 156 146 157 144 185 1,733 

R3 134 117 121 132 109 109 163 133 137 149 135 152 1,591 

増減 34 0 △ 6 5 28 27 △ 28 23 9 8 9 33 142

三春町

R4 73 54 66 54 61 57 81 98 51 73 68 80 816 

R3 59 40 51 57 64 62 73 63 70 55 63 65 722 

増減 14 14 15 △ 3 △ 3 △ 5 8 35 △ 19 18 5 15 94

小野町

R4 48 43 33 33 41 33 50 53 36 42 36 48 496 

R3 38 42 28 25 37 21 46 35 40 34 29 47 422 

増減 10 1 5 8 4 12 4 18 △ 4 8 7 1 74

管轄外

R4 1 2 2 2 3 10 

R3 1 2 1 2 1 2 1 1 11 

増減 0 △ 1 1 0 △ 1 0 △ 2 1 0 2 0 △ 1 △ 1

合　計

R4 1,477 1,193 1,406 1,356 1,411 1,463 1,651 1,849 1,435 1,536 1,632 1,760 18,169 

R3 1,314 1,292 1,313 1,303 1,237 1,276 1,555 1,482 1,268 1,393 1,343 1,513 16,289 

増減 163 △ 99 93 53 174 187 96 367 167 143 289 247 1,880
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３　事故種別医療機関別搬送人員	 （R4.12.31）
事故種別

医療機関

急　　病 交　　通 一般負傷 その他 計

う ち
管 轄 外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

救

急

医

療

機

関

国　　立 1 1 1 1 

公　　立 110 110 10 10 17 17 84 84 221 221 

公　　的 5 5 1 1 2 2 8 8 

私　
的

病　院 10,581 103 829 14 1,924 16 1,616 34 14,950 167 

診療所

計 10,697 219 840 25 1,941 33 1,702 120 15,180 397 

そ

の

他

の

医

療

機

関

国　　立

公　　立 294 3 11 45 49 1 399 4 

公　　的

私　
的

病　院 279 10 17 4 31 4 81 15 408 33 

診療所 129 35 21 7 192 

計 702 13 63 4 97 4 137 16 999 37 

計

国　　立 1 1 1 1 

公　　立 404 113 21 10 62 17 133 85 620 225 

公　　的 5 5 1 1 2 2 8 8 

私　
的

病　院 10,860 113 846 18 1,955 20 1,697 49 15,358 200 

診療所 129 35 21 7 192 

計 11,399 232 903 29 2,038 37 1,839 136 16,179 434 

そ
の
他
の
場
所

接骨院等

その他

計

合 　 計 11,399 232 903 29 2,038 37 1,839 136 16,179 434 
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４　現場到着所要時間別出動件数	 （R4.12.31）
現場到着

事故種別
3分未満 3分以上

5分未満
5分以上
10分未満

10分以上
20分未満 20分以上 計

現場到着所要時間（分）

最短 最長 平均

急 病 120 50 3,806 8,089 737 12,802  57 12.4

交 通 8 5 270 599 105 987  48 13.5

一 般 負 傷 32 12 697 1,330 129 2,200  58 12.3

そ の 他 39 43 864 1,065 169 2,180  50 11.7

合 計 199 110 5,637 11,803 1,140 18,169 12.4

●　過去５年間の現場到着所要平均時間（分）
年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

平均時間 10.6 10.7 10.5 11.5 12.4

５　収容所要時間別搬送人員	 （R4.12.31）
収容
所要
時間

事故
種別

10分未満 10分以上
20分未満

20分以上
30分未満

30分以上
60分未満

60分以上
120分未満 120分以上 計 収容所要時間（分）

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外

う ち
管轄外 最短 最長 平均

急 病 3 204 7,179 44 3,818 127 195 61 11,399 232 19 276 57.4

交　通 1 5 451 2 434 20 12 7 903 29 18 169 62.3

一般負傷 2 37 1 1,144 10 830 22 25 4 2,038 37 12 211 59.1

その他 24 294 1,135 46 371 84 15 6 1,839 136 12 225 46.8

計 30 540 1 9,909 102 5,453 253 247 78 16,179 434 56.4

●　過去５年間の収容所要平均時間（分）
年　　別 平成30年 平成元年 平成２年 令和３年 令和４年

広 域 全 体 44.9 45.1 48.3 52.2 56.4

郡 山 消 防 署 41.8 42.1 45.4 49.4 53.6

田 村 消 防 署 58.6 59.2 61.9 65.9 70.2
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６　傷病程度別搬送人員	 （R4.12.31）

７　曜日別救急出動件数	 （R4.12.31）

８　時間別救急出動件数	 （R4.12.31）
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９　高速自動車道路救急出動状況	 （R4.12.31）

道路別　　　　　　月 計 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

東 北 道 上 り
出動台数 5 3 1 1

搬送人員 4 2 2

東 北 道 下 り
出動台数 10 2 3 1 1 1 1 1

搬送人員 7 1 3 1 1 1

磐 越 道 上 り
出動台数 5 1 2 1 1

搬送人員 5 1 2 1 1

磐 越 道 下 り
出動台数 7 2 1 1 1 1 1

搬送人員 6 2 1 1 1 1

計
出動台数 27 4 2 3 3 2 5 3 3 2

搬送人員 22 3 2 2 3 1 4 3 2 2

10　過去5年間の高速自動車道路救急出動状況	 （R4.12.31）

11　市町別ドクターヘリ要請状況	 （R4.12.31）
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12　応急手当普及指導講習実施件数
●　講習実施の推移

年別　　　　　　　　講習別 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

上 級 救 命 講 習
講 習 回 数 1 1 
講 習 人 員 33 33 

普 通 救 命 講 習
講 習 回 数 69 67 11 1 37 
講 習 人 員 1,064 1,215 158 1 249 

一 般 救 命 講 習
講 習 回 数 266 294 44 64 94 
講 習 人 員 8,104 9,598 1,071 1,385 2,365 

計
講 習 回 数 336 362 55 65 131 
講 習 人 員 9,201 10,846 1,229 1,386 2,614 

上級救命講習	 講習時間………８時間

	 講習内容………心肺蘇生法、大出血時の止血法、傷病者管理法、外傷の手当、搬送法

普通救命講習	 講習時間………Ⅰ-３時間（e-ラーニング講習含む）、Ⅱ-４時間（筆記試験あり）

	 	 Ⅲ-３時間※（e-ラーニング講習含む）

	 講習内容………心肺蘇生法、大出血時の止血法　※こどもの救命講習

一般救急講習	 講習時間………希望する短時間のもの

	 講習内容………心肺蘇生法

※　一般救急講習以外の講習は終了後に受講修了証を発行しています。

13　バイスタンダーCPR実施率の推移	 （％）

年別 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

バ イ ス タン ダ ー
C P R 実 施 率 52.3 52.0 56.7 65.1 66.4 

※　バイスタンダーCPRとは、救急現場に居合わせた人が行う心肺蘇生等

14　応急手当普及員受講者数
年別 講習別 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

新 規 講 習 13 8
新型コロナウイルス感染症の

拡大防止のため中止

中止

再 講 習 11 30 24

合　　計 24 38 24

新規講習	 講習時間………３日間	

	 講習内容………座学、心肺蘇生法、止血法

再 講 習	 講習時間………３時間	

	 講習内容………心肺蘇生法、止血法
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１　救助出動状況	 （R4.12.31）

所 属 種 別
火災 交通

事故
水難
事故

自然
災害 機械 建物

等
ガス
及び
酸欠

破裂
事故

その
他 合計建物 建物

以外

郡 山
出動件数 1 31 6 2 34 20 94 
活動件数 1 15 5 2 31 17 71 
救助人員 1 15 5 2 32 17 72 

田 村
出動件数 14 4 1 3 4 26 
活動件数 6 4 2 3 15 
救助人員 8 4 2 3 17 

合 計　
出動件数 1 45 10 3 37 24 120 
活動件数 1 21 9 2 33 20 86 
救助人員 1 23 9 2 34 20 89 
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２　救助活動状況	 （R4.12.31）

災害種別

出動状況等

火　災 交

通

事

故

水

難

事

故

風

水

害

等

自

然

災

害

機
械
に
よ
る
事
故

事

故

建
物
等
に
よ
る

酸

欠

事

故

ガ

ス

及

び

破

裂

事

故

そ
の
他
の
事
故

合

計

建

物

建
物
以
外

出 動 件 数 1 45 10 3 37 24 120 
活 動 件 数 1 21 9 2 33 20 86 
救 助 人 員 1 23 9 2 34 20 89 

出
動
人
員

専 任 救 助 隊 員 4 119 20 11 93 52 299 
兼 任 救 助 隊 員 76 18 4 60 40 198 
消 防 隊 員 18 276 82 11 10 22 419 
救 急 隊 員 3 214 30 9 106 73 435 
消 防 団 員
合 計 25 685 150 35 269 187 1,351 

出
動
車
両
等

救 助 工 作 車 1 44 9 3 36 23 116 
ポ ン プ 車 3 27 8 1 1 3 43 
は し ご 車
化 学 車 1 23 3 1 1 29 
指 揮 車・指 令 車 1 30 8 2 1 3 45 
救 急 車 1 69 10 3 35 24 142 
船 舶
ヘ リ コ プ タ ー
そ の 他 3 14 2 5 24 
消 防 団 車 両

合 計 7 196 52 10 76 58 399 

３　過去５年間の救助出動状況
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４　救助隊員資格者数
　大規模災害発生時における緊急消防援助隊の活動や複雑多様化する災害に対応できる	
救助隊の育成に努めています。

５　救助隊が装備すべき救助器具（救助隊の編成、設備及び配置の基準を定める省令）
別表１

分　類 品　名 数　　量
郡山 喜久田 田村

一般用救助器具

かぎ付きはしご 3 1 3
三連はしご 1 1 1
金属製折たたみはしご 1 1
空気式救助マット 1 1 1
救命索発射銃 1 1 1
サバイバースリング等 8 3 1
平担架 2 1 2

重量物排除用
器具

油圧ジャッキ 1 1 1
油圧スプレッター 1 1 1
可搬ウインチ 2 2 2
ワイヤロープ 9 1 10
マンホール救助器具 1 1 1

切断用器具

油圧切断機 1 1 1
エンジンカッター 3 1 2
ガス溶断器 1 1
チェーンソー 2 1 1
鉄線カッター 2 1 1

破壊器具
万能斧 3 2 2
ハンマー 1 1 1
携帯用ｺﾝｸﾘｰﾄ破壊器具 2 1 1

検知･測定用
器具

可燃性ガス測定器 1 1 1
生物剤検知器
化学剤検知器 2

呼吸保護具 空気呼吸器 5 5 5

隊員用保護器具
耐電手袋 2 2 2
携帯警報器 5 5 5
安全帯 5 4 5

水難救助用器具

潜水器具一式 20
救命胴衣 36 16 33
水中投光器 8
救命浮輪 5 3 5
浮標 5 2 1
救命ボート 4 1

検索用器具 簡易画像探査機 1 1
山岳救助器具 バスケット担架 4 1 2

その他の救助用

投光器一式 1 1 1
携帯投光器 5 3
携帯拡声器 2 2 2
携帯無線機 4 2 2
応急処置セット 1 1 1

別表２	 （R5.4.1）

分　類 品　名 数　　量
郡山 喜久田 田村

重量物排除用
器具

マット型空気ジャッキ一式 1 1 1
大型油圧救助器具 1 1 1

切断用器具

空気鋸 2 2 2
大型油圧切断機 1 1 1
空気切断機 1
鉄筋切断用チェーンソー 1

破壊用器具 削岩機 2 1 2
ハンマードリル 2 1 2

隊員保護具

酸素呼吸器 4 1 2
簡易呼吸器 1 2
防塵マスク 13 5
送排風機 4 1 2
エアラインマスク

その他の
救助器具

緩降機 2 1 1
ロープ登降機 3 1 2
発電機 2 2 2

別表３

分　類 品　名 数　　量
郡山 喜久田 田村

高度救助用具

画像探査機 1 1
地中音響探査機 1
熱画像直視装置 1 1 1
夜間用暗視装置 1 1
地震警報器 1
水中探索装置
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１　通信指令系統図
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２　無線電話等配置状況	 （R4.12.31）

　

デジタル無線局数 ア ナ ロ グ
無 線 局 数

Ｉ
Ｐ
ト
ラ
ン
シ
ー
バ
ー

基
地
局
数

半
固
定
移
動

無
線
局
数

車
載
無
線
局
数

可
搬
無
線
局
数

携
帯
無
線
局
数

固
定
局
数

可
搬
無
線
局
数

携
帯
無
線
局
数

消 防 本 部 1 7 8 15 1 3 3

片曽根山中継所 1 1

郡 山 消 防 署 1 18 1 16 6

大 槻 基 幹 分 署 1 3 1 6 2

喜久田基幹分署 1 4 1 6 2

熱 海 分 署 1 3 3 1

日 和 田 分 署 1 3 3 1

田 村 分 署 1 3 3 1

安 積 分 署 1 3 3 1

湖 南 分 署 1 1 3 3 1

中 田 分 署 1 3 3 1

富 久 山 分 署 1 3 3 1

針 生 救 急 所 1 2 2 1

田 村 消 防 署 1 10 1 8 4

移 分 駐 所 1 1 2 1

三 春 分 署 1 3 3 1

小 野 分 署 1 1 3 3 1

滝 根 分 署 1 3 3 1

都 路 分 署 1 1 3 3 1

大 越 分 遣 所 1 1 2 1

合 計 5 18 79 12 90 2 3 31



― 78 ―

３　119番通報受付状況	 （R4.12.31）
月

種別
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計

火 災 7 13 13 18 8 5 4 5 9 7 11 10 110 

救 急 1,376 1,117 1,335 1,270 1,319 1,373 1,565 1,733 1,362 1,435 1,546 1,669 17,100 

救 助 4 5 7 4 4 7 6 4 6 8 6 6 67 

災害その他 8 9 10 5 8 9 16 14 4 11 2 6 102 

同 報 ※ １ 48 68 79 76 89 57 67 73 55 80 59 82 833 

間 違 い 90 66 114 81 78 71 95 74 68 87 81 78 983 

い た ず ら 22 17 11 6 40 13 7 4 15 4 8 6 153 

無 言 35 24 86 47 47 47 70 64 37 44 49 47 597 

通 報 訓 練 42 43 72 79 117 128 73 52 98 157 169 109 1,139 

問 合 せ 235 193 227 226 242 198 284 310 226 212 225 282 2,860 

そ の 他 112 171 226 169 167 143 198 133 135 143 121 139 1,857 

計 1,979 1,726 2,180 1,981 2,119 2,051 2,385 2,466 2,015 2,188 2,277 2,434 25,801 

１ 日 平 均 63.8 61.6 70.3 66 68.4 68.4 76.9 79.6 67.2 70.6 75.9 78.5 70.6

※１　同報とは、既に受付した事案に対する119番通報です。
※２　119受付件数は実災害件数とは相違します。

回線別受理件数
固定電話 携帯電話 専用電話※３ 合計

10,947 13,750 1,104 25,801
※３　専用電話とは、警察、高速道路会社、電力会社、ガス会社との専用回線をいいます。
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４　過去５年間の災害等受理種別状況
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５　テレフォンサービス利用状況
　テレフォンサービスは、主に災害発生時の情報及び休日当番夜間病院の案内を行っています。
　また、火災予防広報活動にも対応しています。

	 （R4.12.31）
年

月
平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

1月 19,091 19,645 13,819 26,644 22,030 

2月 16,858 28,368 21,824 41,961 22,732 

3月 29,627 36,325 20,728 26,654 34,161 

4月 34,456 43,979 22,662 45,671 33,769 

5月 26,636 26,800 30,494 25,321 26,185 

6月 23,544 22,613 18,564 24,321 17,550 

7月 22,187 19,314 25,539 18,866 18,677 

8月 21,303 19,632 16,493 17,292 17,128 

9月 14,778 16,395 13,846 20,006 24,871 

10月 21,980 31,943 16,223 25,214 28,976 

11月 23,407 17,492 22,238 21,631 26,210 

12月 23,828 18,466 23,014 30,753 19,870 

計 277,695 300,972 245,444 324,334 292,159 
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６　気象注意報及び気象警報の発令	 （R4.12.31）

中通り中部
分類　　　　　　　　　月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計

気　

象　

注　

意　

報

大 雨 注 意 報 1 10 10 24 13 5 1 1 65
洪 水 注 意 報 4 6 11 5 2 28
強 風 注 意 報 4 5 11 4 3 1 2 4 4 38
風 雪 注 意 報 6 2 2 2 12
大 雪 注 意 報 2 2 1 5
雷 注 意 報 1 1 1 6 13 19 16 6 2 1 66
融 雪 注 意 報
濃 霧 注 意 報 3 1 6 4 8 5 13 9 8 15 18 7 97
乾 燥 注 意 報 1 2 4 5 12
な だ れ 注 意 報 2 1 1 4
低 温 注 意 報 4 3 1 1 9
霜 注 意 報 10 10 3 10 17 50
着 氷・着 雪 注 意 報 2 2 1 5
火災気象通報[強風] 10 7 13 4 3 1 2 4 6 50
火災気象通報[乾燥] 1 2 4 5 12

気
象
警
報

大 雨 警 報 3 4 10 4 2 23
洪 水 警 報 1 1 4 2 8
暴 風 警 報 1 1
暴 風 雪 警 報
大 雪 警 報

特
別
警
報

大 雨 特 別 警 報
暴 風 特 別 警 報
暴 風 雪 特 別 警 報
大 雪 特 別 警 報

合　　計 33 21 53 31 51 40 81 51 28 28 44 24 485

会津中部
分類　　　　　　　　　月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計

気　

象　

注　

意　

報

大 雨 注 意 報 3 4 12 10 5 1 1 36
洪 水 注 意 報 1 2 7 3 2 15
強 風 注 意 報 1 1 1 2 5
風 雪 注 意 報 5 2 1 2 10
大 雪 注 意 報 4 5 1 4 14
雷 注 意 報 2 5 3 1 6 16 19 17 7 1 2 4 83
融 雪 注 意 報
濃 霧 注 意 報 7 4 7 9 6 3 8 6 10 20 20 12 112
乾 燥 注 意 報 1 3 4
な だ れ 注 意 報 3 5 2 4 14
低 温 注 意 報 2 1 3
霜 注 意 報 10 17 6 10 18 61
着 氷・着 雪 注 意 報 4 5 1 3 13
火災気象通報[強風] 5 3 2 1 2 2 15
火災気象通報[乾燥] 1 3 4

気
象
警
報

大 雨 警 報 2 2 2 6
洪 水 警 報 1 1
暴 風 警 報 1 1
暴 風 雪 警 報
大 雪 警 報 1 1

特
別
警
報

大 雨 特 別 警 報
暴 風 特 別 警 報
暴 風 雪 特 別 警 報
大 雪 特 別 警 報

合　　計 32 30 28 29 30 26 48 39 31 32 41 32 398





４  管 内 消 防 団 編
（消防団の事務については、構成市町ごとに行っています。）
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1　郡山市消防団	 （R5.4.1）

団員数	 定数（2,500人）

階級 団長 副団長 分団長 副分
団長 部長 班長 団員

合　

計職　

名

消
防
団
長

副

団

長

団
本
部
部
長

地
区
隊
長

副
地
区
隊
長

地
区
隊
部
長

分

団

長

副
分
団
長

分
団
部
長

班

長

副

班

長

団

員
（人） 1 2 4 15 15 60 52 52 52 131 170 1,499 2,053

在職年数	 （人）

５年未満 　５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満 ３０年以上 計

243 400 399 382 290 194 145 2,053 

年齢別	 （人）

３０歳未満 ３０歳以上
４０歳未満

４０歳以上
５０歳未満

５０歳以上
６０歳未満

６０歳以上
７０歳未満 ７０歳以上 計

173 651 818 319 84 8 2,053



― 85 ―

2　田村市消防団	 （R5.4.1）

団員数	 定数（1,179人）

階級 団長 副団長 分団長 副分
団長 部長 班長 団員

合　

計職　

名

消
防
団
長

副

団

長

地
区
隊
長

副
地
区
隊
長

訓
練
分
団
長

庶
務
分
団
長

分

団

長

副
分
団
長

部

長

班

長

団

員

機
能
別
団
員

（人） 1 3 5 6 5 5 15 27 75 101 754 182 1,179

在職年数	 （人）

５年未満 　５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満 ３０年以上 計

364 266 269 150 86 30 14 1,179

年齢別	 （人）

３０歳未満 ３０歳以上
４０歳未満

４０歳以上
５０歳未満

５０歳以上
６０歳未満

６０歳以上
７０歳未満 ７０歳以上 計

141 524 370 121 21 2 1,179
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３　三春町消防団	 （R5.4.1）

団員数	 定数（500人）

職　

名

消
防
団
長

副

団

長

分

団

長

副
分
団
長

部

長

班

長

団

員

合　

計

（人） 1 1 8 7 26 69 245 357

在職年数	 （人）

５年未満 　５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満 ３０年以上 計

74 89 103 76 10 3 2 357

年齢別	 （人）

３０歳未満 ３０歳以上
４０歳未満

４０歳以上
５０歳未満

５０歳以上
６０歳未満

６０歳以上
７０歳未満 ７０歳以上 計

99 162 91 3 2 0 357
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4　小野町消防団	 （R5.4.1）

団員数	 定数（350人）

職　

名

消
防
団
長

副

団

長

分

団

長

副
分
団
長

班

長

副

班

長

団

員

合　

計

（人） 1 2 11 11 32 32 244 333

在職年数	 （人）

５年未満 　５年以上
１０年未満

１０年以上
１５年未満

１５年以上
２０年未満

２０年以上
２５年未満

２５年以上
３０年未満 ３０年以上 計

57 75 78 71 28 17 7 333

年齢別	 （人）

３０歳未満 ３０歳以上
４０歳未満

４０歳以上
５０歳未満

５０歳以上
６０歳未満

６０歳以上
７０歳未満 ７０歳以上 計

45 146 120 21 1 0 333





５  協 力 団 体 編
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１　郡山地方消防防災協会（平成14年５月８日設立）

　郡山地方防火管理連絡協議会（昭和 36 年 10月28日設立）、郡山地方危険物安全協会（昭
和 35 年４月30日設立）及び郡山地方消防設備士協会（昭和 42 年５月19日設立）を統一し、
本協会を設立した。

⑴　目的
　消防法その他関係法令を遵守し防火管理、危険物の安全管理及び消防用設備等の設置
と維持管理の強化に努め、消防機関との連携を密にし、会員相互の融和協調を基に防火思
想の普及徹底を図り、もって自主防災体制を確立し、災害を防止して会員事業所の振興発展
と社会公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。

⑵　事務局
　郡山地方広域消防組合消防本部予防課内

⑶　事業
	ア	 防火思想の普及徹底に関すること。
	イ	 関係法令の普及徹底に関すること。
	ウ	 防火管理、危険物の安全管理及び消防設備等に係る調査研究に関すること。
	エ	 研修会、講習会、講演会等の開催及び視察等に関すること。
	オ	 機関誌、その他印刷物の発刊及び配布に関すること。
	カ	 消防本部の諸行事及び施策に対する協力に関すること。
	キ	 会員の表彰及び慶弔に関すること。
	ク	 会員相互の親睦に関すること。
	ケ	 その他、本会の目的を達成するために必要な事業

⑷　会員数（令和５年４月１日現在）
	 1,047 事業所

⑸　組織
	ア	 防火管理部会（585 事業所）、危険物安全部会（361 事業所）
		 消防設備部会（101 事業所）の３部会で構成。
	イ	 役員
		 会長１人、副会長３人、理事 11 人（正副会長含む）及び監事３人
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２　郡山地方幼年・少年・女性防火委員会（昭和60年10月１日設立）

⑴　目的
　火災予防の知識の普及と意識の高揚を図るため、管内の幼年消防クラブ、少年消防クラブ及
び女性防火クラブ（以下「防火クラブ」という。）を育成するとともに、活動の拡充を図ることを目
的とする。

⑵　事務局
　郡山地方広域消防組合消防本部予防課内

⑶　事業
	ア	 防火クラブの防火活動の普及に関すること。
	イ	 家庭及び地域における防火知識の普及に関すること。
	ウ	 防火クラブの指導者研修等に関すること。
	エ	 優良防火クラブの表彰に関すること。
	オ	 前各号に掲げるもののほか、委員会の目的を達成するために必要な事項に関すること。

⑷　会員数（令和５年１月１日現在）
　118クラブ　9,160 人

⑸　組織
	ア　幼年消防クラブ	（78クラブ	6,169 人）
		 少年消防クラブ	（38クラブ	2,768 人）
		 女性防火クラブ	（２クラブ	 223 人）
	イ　委員長
		 消防長

　令和４年度は、郡山市立高瀬小学校に少年消防クラブ
が、菜根こども園（郡山市）、八山田こども園（郡山市）、
星の森保育園（田村市）、おのまち認定こども園（小野町）、
あおぞら保育園（小野町）に幼年消防クラブがそれぞれ
結成されました。
　これらのクラブには、地域を支える防災リーダーとして今後
の活躍が期待されます。
　また、三代少年消防クラブ（郡山市）が特に優良な少
年消防クラブとして、三代少年消防クラブの指導者が優良
な少年消防クラブ指導者として総務大臣表彰を、田村市立
都路小学校が優良な少年消防クラブとして消防庁長官表
彰を受賞しました。
　これらの少年消防クラブと少年消防クラブ指導者は、地
域の防火防災意識の向上に寄与され、その活動は他の模
範となるものと認められました。

写真：おのまち認定こども園幼年消防クラブ結成式






